
平成２３～２５年度ISO１４００１各所属独自目標一覧表

平成23年度 平成24年度 平成25年度
政策部
政策部のコピー用紙使
用量の削減を図る。

政策部全コピー機カウ
ンター数合計
平成22年度比1.5％削
減
（5,405,204枚)

政策部全コピー機カウ
ンター数合計
平成22年度比3.0％削
減
（5,322,891枚）

政策部全コピー機
カウンター数合計
平成22年度比5.0％
削減
（5,213,141枚）

政策部 政策総務
室

政策部 政策総務
室

①所属のコピー用紙使
用枚数の削減

コピー用紙使用枚数を
前年度比２％削減

コピー用紙使用枚数を
前年度比２％削減

コピー用紙使用枚
数を前年度比２％
削減

政策部 知事室 政策部 知事室

②環境啓発や県庁の
環境への取り組みの
理解度向上（一般の方
や職員を含む）

環境啓発に関するポス
ター等の掲示

環境啓発に関するポス
ター等の掲示

環境啓発に関する
ポスター等の掲示

政策部 知事室 政策部 知事室

県民の環境意識の向
上に向けた効果的な広
報の実施

各種広報媒体での環
境関連項目の広報回
数
70回

各種広報媒体での環
境関連項目の広報回
数
70回

各種広報媒体での
環境関連項目の広
報回数
70回

政策部 広聴広報
室

政策部 広聴広報
室

コピー用紙使用量の削
減

資料等の印刷ミスや、
不必要なコピー用紙の
使用を未然に防止し、
職員の環境意識向上
とコピー用紙使用量の
削減を図る。職員の
70％に環境意識が浸
透し、環境配慮に努め
ている状態。

資料等の印刷ミスや、
不必要なコピー用紙の
使用を未然に防止し、
職員の環境意識向上
とコピー用紙使用量の
削減を図る。職員の
75％に環境意識が浸
透し、環境配慮に努め
ている状態。

資料等の印刷ミス
や、不必要なコピー
用紙の使用を未然
に防止し、職員の
環境意識向上とコ
ピー用紙使用量の
削減を図る。職員
の80％に環境意識
が浸透し、環境配
慮に努めている状
態。

政策部 広聴広報
室

政策部 広聴広報
室

ISO１４００１の取組
節電への取組

・昼休みの消灯、窓際
２列の消灯
・資料等印刷ミスの防
止や両面印刷の活用
など、用紙使用量削減
に向けた職員の意識
向上

・昼休みの消灯
・資料等印刷ミスの防
止や両面印刷の活用
など、用紙使用量削減
に向けた職員の意識
向上

・昼休みの消灯
・資料等印刷ミスの
防止や両面印刷の
活用など、用紙使
用量削減に向けた
職員の意識向上

政策部 企画室 政策部 企画室

公共交通の利便性の
向上や、利用促進を図
ることで自家用車の利
用を抑え、環境負荷を
低減する。

県内公共交通機関の
利用率
１０．８％

県内公共交通機関の
利用率
１０．８％

県内公共交通機関
の利用率
１０．８％

政策部 交通政策
室

政策部 交通政策
室

出張時の移動手段に
実態把握を兼ねて公
共交通を利用し、化石
燃料の利用を減らす。

公共交通機関の利用
割合
８０％

公共交通機関の利用
割合
８０％

公共交通機関の利
用割合
８０％

政策部 交通政策
室

政策部 交通政策
室

新エネルギーに関する
イベント等を開催する
ことにより、県民に直
接、新エネルギーにつ
いて接する機会を設
け、理解と普及促進を
図る。

県民に対し、新エネル
ギーの導入促進につ
いてイベント等を実施
し、普及啓発を行う。イ
ベント等参加人数１，６
００人。

県民に対し、新エネル
ギーの導入促進につ
いてイベント等を実施
し、普及啓発を行う。イ
ベント等参加人数１，８
００人。

県民に対し、新エネ
ルギーの導入促進
についてイベント等
を実施し、普及啓発
を行う。イベント等
参加人数２，０００
人。

政策部 土地・資
源室

政策部 土地・資
源室

住民基本台帳ネット
ワークシステムの利活
用を推進することによ
りコピー用紙（住民票
などの行政が必要とす
る情報）の使用量の削
減を図る。

住基ネットにおける本
人確認情報の利用件
数９２，０００件

住基ネットにおける本
人確認情報の利用件
数９２，０００件
（前年度実績により見
直す）

住基ネットにおける
本人確認情報の利
用件数９２，０００件
（前年度実績により
見直す）

政策部 市 町 行
財 政 室

政策部 市 町 行
財 政 室

市町へ発出するメー
ル・メッセージを「紙を
減らす１０ヵ条」から用
いることにより県職員と
市町職員双方の環境
意識向上につなげ、コ
ピー用紙の使用量の
削減を図る。

市町へ発出するメール
への環境負荷軽減取
組メッセージ掲載数２，
０００通

市町へ発出するメール
への環境負荷軽減取
組メッセージ掲載数２，
０００通

市町へ発出する
メールへの環境負
荷軽減取組メッ
セージ掲載数２，０
００通

政策部 市町行財
政室

政策部 市町行財
政室

環境目的
設定部署
責任部署

実施部署
環境目標
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

職員の環境意識向上
のための実践活動を
推進するとともに、地
域の豊かな自然環境
に触れる機会の提供を
通じて県民の身近な環
境意識の啓発推進を
図る。

オフィスの昼の消灯の
１００％の実践と宮川
流域案内人行事の広
報を行うとともに、行事
への参加者を3,０００人
を目標とする。

オフィスの昼の消灯の
１００％の実践と宮川
流域案内人行事の広
報を行うとともに、行事
への参加者を3,２５０人
を目標とする。

オフィスの昼の消灯
の１００％の実践と
宮川流域案内人行
事の広報を行うとと
もに、行事への参
加者を3,５００人を
目標とする。

政策部 地域づくり
支援室

政策部 地域づくり
支援室

総合文書管理システム
を所管する情報化分野
の一室として、率先し
て室内の総合文書管
理システムにおける電
子決裁の利用を図り、
全庁的な利用促進に
つなげる

当室における電子決裁
率を４５％とする【平成
２２年度の実績（電子
決裁率４３．３％）】

当室における電子決裁
率を４７．５％とする

当室における電子
決裁率を５０％とす
る

政策部 情報政策
室

政策部 情報政策
室

行政WANの安定稼動
による業務効率の向上
を図る

行政WAN停止時間（業
務時間内）20分

行政WAN停止時間（業
務時間内）20分

行政WAN停止時間
（業務時間内）20分

政策部 電子業務
推進室

政策部 電子業務
推進室

水筒等を持参すること
により、ペットボトル等
のごみの排出抑制

マイ水筒・マイカップ持
参率90%以上

マイ水筒・マイカップ持
参率90%以上

マイ水筒・マイカッ
プ持参率90%以上

政策部 電子業務
推進室

政策部 電子業務
推進室

コピー用紙使用量の削
減を図る。

基準(22年度使用量
1,806.3㎏）から１.5％以
上の削減を図る
（1779.2㎏）

基準から3.0％以上の
削減を図る
(1,752.1㎏）

基準から5.0％以上
の削減を図る
（1,715.9㎏）

政策部 統計室 政策部 統計室

熊野古道の保全に関
する記述を載せたパン
フレット等を作成し、イ
ベント等において配布
することで、東紀州地
域来訪者などに環境保
全の必要性について
啓発を行う。

パンフレット等を作成
し、東紀州地域に来訪
される方をはじめとし
て、関係団体等に４，０
００部配布する。

パンフレット等を作成
し、東紀州地域に来訪
される方をはじめとし
て、関係団体等に４，０
００部配布する。

パンフレット等を作
成し、東紀州地域
に来訪される方を
はじめとして、関係
団体等に４，０００
部配布する。

政策部 東紀州対
策室

政策部 東紀州対
策室

節電の徹底による環境
負荷の低減

① 不使用時・離席時
（４０分以上）パソコン
蓋とじ １００％
② 帰宅時の個人用
PHSオフ １００％
③ 昼休み・不要箇所
の消灯 １００％

① 不使用時・離席時
（４０分以上）パソコン
蓋とじ １００％
② 帰宅時の個人用
PHSオフ １００％
③ 昼休み・不要箇所
の消灯 １００％

① 不使用時・離席時
（４０分以上）パソコン
蓋とじ １００％
② 帰宅時の個人用
PHSオフ １００％
③ 昼休み・不要箇所
の消灯 １００％

① 不使用時・離席
時（４０分以上）パソ
コン蓋とじ １００％
② 帰宅時の個人
用PHSオフ １００％
③ 昼休み・不要箇
所の消灯 １００％

政策部 ｢美し国お
こし･三
重｣推進
室

政策部 ｢美し国お
こし･三
重｣推進
室

＞県民センター
職員の環境意識向上
のための実践活動

庁舎周辺の環境美化
行動を行うことにより、
職員と県民の環境美
化への意識高揚と活
動促進を図る。

庁舎周辺の環境美化
行動を行うことにより、
職員と県民の環境美
化への意識高揚と活
動促進を図る。

庁舎周辺の環境美
化行動を行うことに
より、職員と県民の
環境美化への意識
高揚と活動促進を
図る。

政策部 桑名県民
センター

政策部 桑名県民
センター

環境に配慮した行動 昼休みの消灯
１００％実施（来庁者対
応時除く）

昼休みの消灯
１００％実施（来庁者対
応時除く）

昼休みの消灯
１００％実施（来庁
者対応時除く）

政策部 桑名県民
センター

政策部 桑名県民
センター

環境に配慮した行動 退庁時にＰＣのＡＣアダ
プターを抜く
１００％実施

退庁時にＰＣのＡＣアダ
プターを抜く
１００％実施

退庁時にＰＣのＡＣ
アダプターを抜く
１００％実施

政策部 桑名県民
センター

政策部 桑名県民
センター

環境美化の実施 年1回の実施
職員の参加90％以上

年1回の実施
職員の参加90％以上

年1回の実施
職員の参加90％以
上

政策部 四日市県
民セン
ター

政策部 四日市県
民セン
ター

環境に配慮した行動 昼休みの消灯
１００％実施

昼休みの消灯
１００％実施

昼休みの消灯
１００％実施

政策部 四日市県
民セン
ター

政策部 四日市県
民セン
ター

環境に配慮した行動 退室時にＰＣのＡＣアダ
プターを抜く
１００％実施

退室時にＰＣのＡＣアダ
プターを抜く
１００％実施

退室時にＰＣのＡＣ
アダプターを抜く
１００％実施

政策部 四日市県
民セン
ター

政策部 四日市県
民セン
ター
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

環境に配慮した行動 退室時にＰＨＳの電源
オフ １０
０％実施

退室時にＰＨＳの電源
オフ １０
０％実施

退室時にＰＨＳの電
源オフ
１００％実施

政策部 四日市県
民セン
ター

政策部 四日市県
民セン
ター

環境に配慮した行動 週末に室内のブライン
ドを下ろす
100％実施

週末に室内のブライン
ドを下ろす
100％実施

週末に室内のブラ
インドを下ろす
100％実施

政策部 四日市県
民セン
ター

政策部 四日市県
民セン
ター

①職員及び来庁者に
対して、環境啓発及び
県の環境取組の理解
度向上を図る。

①環境啓発に関するポ
スター等の掲示

①環境啓発に関するポ
スター等の掲示

①環境啓発に関す
るポスター等の掲
示

政策部 鈴鹿県民
センター

政策部 鈴鹿県民
センター

②職員の環境意識向
上のための実践活動

②職員の参加率を90%
以上とする庁舎周辺の
美化活動を行う。

②職員の参加率を90%
以上とする庁舎周辺の
美化活動を行う。

②職員の参加率を
90%以上とする庁舎
周辺の美化活動を
行う。

政策部 鈴鹿県民
センター

政策部 鈴鹿県民
センター

庁舎周辺の環境美化
活動による環境美化意
識の向上

職員の環境美化活動
への参加率を８０％以
上とする。

職員の環境美化活動
への参加率を９０％以
上とする。

職員の環境美化活
動への参加率を９
０％以上とする。

政策部 津県民セ
ンター

政策部 津県民セ
ンター

交通安全研修への参
加によるエコドライブ運
転等環境負荷の軽減

職員の研修への参加
率を８０％以上とする。

職員の研修への参加
率を９０％以上とする。

職員の研修への参
加率を９０％以上と
する。

政策部 津県民セ
ンター

政策部 津県民セ
ンター

国、県、市町などで実
施するエコイベント、環
境・清掃活動に参加す
ることで、職員の環境
意識の向上を図る。

年１回以上の参加
職員の参加率 90％以
上

年１回以上の参加
職員の参加率 90％以
上

年１回以上の参加
職員の参加率
90％以上

政策部 松阪県民
センター

政策部 松阪県民
センター

庁舎管理を担当する県
民センターとして、庁舎
全体での廃棄物削減
に率先して取り組むこ
とが必要であるため。

排出量の削減
削減率：対前年度比
２％
排出量（目標）
：１，０２５kg

排出量の削減
削減率：対前年度比
２％
排出量（目標）
：１００５kg

排出量の削減
削減率：対前年度
比２％
排出量（目標）
：９８５kg

政策部 伊勢県民
センター

政策部 伊勢県民
センター

環境負荷の低減に対
する意識の高揚を図る
ため、会議・研修会等
における資料の効率的
作成を行い、振り返り
を促すため自己評価を
取り入れる。

会議・研修会等におけ
る配付資料の両面印
刷率１００％実施（両面
印刷可能なものに限
る。）

会議・研修会等におけ
る配付資料の両面印
刷率１００％実施（両面
印刷可能なものに限
る。）

会議・研修会等に
おける配付資料の
両面印刷率１００％
実施（両面印刷可
能なものに限る。）

政策部 伊賀県民
センター

政策部 伊賀県民
センター

①庁舎周辺の環境美
化行動への参加

庁舎周辺の環境美化
行動１人２回以上参加

庁舎周辺の環境美化
行動１人２回以上参加

庁舎周辺の環境美
化行動１人２回以
上参加

政策部 尾鷲県民
センター

政策部 尾鷲県民
センター

②総合文書管理システ
ム（電子決裁・電子保
存）の利用拡大

電子決裁可能な起案
のある職員全員のシス
テム利用

電子決裁利用率１０％ 電子決裁利用率１
５％

政策部 尾鷲県民
センター

政策部 尾鷲県民
センター

総務部
経営総務室職員が頻
繁に利用するコピー機
２台において、両面コ
ピー率をH25年度まで
に６５％とする。

11月～3月における両
面コピー率（月平均）
６０％

両面コピー率（月平均）
６３％

両面コピー率（月平
均） ６５％

総務部 経営総務
室

総務部 経営総務
室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

コピー用紙使用量削減 前年度比3.5％減 前年度比3.5％減 前年度比3.5％減 総務部 法務文書
室

総務部 法務文書
室

効率的で良好な執務
環境

良好な執務環境と判断
できる職員の割合

100％

良好な執務環境と判断
できる職員の割合

100％

良好な執務環境と
判断できる職員の

割合100％

総務部 法務文書
室

総務部 法務文書
室

人材政策室が主催す
る研修・説明会の配布
資料を一人につき５枚
もしくは２３年度を基準
として半分とする。

次年度に向けて配布
資料の準備

配布資料を５枚もしくは
２３年度を基準として半
分とした研修の割合６
０％

配布資料を５枚もし
くは２３年度を基準
として半分とした研
修の割合８０％

総務部 人材政策
室

総務部 人材政策
室

重点目標のコピー用紙
使用量の削減を図るた
め、「紙を減らす10か
条」の具体的手法につ
いて周知する

具体的手法の研修の
構築

「紙を減らす10か条」具
体的手法の研修受講
者延べ人数200人

「紙を減らす10か
条」具体的手法の
研修受講者延べ人
数400人

総務部 人材政策
室

総務部 人材政策
室

コピー用紙使用枚数削
減

前年度使用枚数 実績
比５％減

前年度使用枚数 実績
比５％減

前年度使用枚数
実績比５％減

総務部
福利厚生
室

総務部
福利厚生
室

省エネルギー・節電対
策のための
・離席時のパソコンの
蓋閉め
・退庁時のパソコンの
元電源オフ

実施結果
９０％以上

実施結果
９５％以上

実施結果
１００％

総務部
福利厚生
室

総務部
福利厚生
室

コピー用紙使用枚数を
削減し環境負荷を減少
させる。

前年度使用枚数比１
７％減

（２％＋１５％）

前年度使用枚数比２％
減

前年度使用枚数比
２％減

総務部 総務事務
室

総務部 総務事務
室

コピー用紙使用量削減 前年度比2.0％減 前年度比2.0％減 前年度比2.0％減 総務部 予算調整
室

総務部 予算調整
室

環境創造、環境負荷低
減取組みに取り組む県
民、県内企業を増や
す。

環境メッセージの表示 環境メッセージの表示 環境メッセージの表
示

総務部 税務政策
室

総務部 税務政策
室

所属のコピー用紙使用
枚数を削減し環境負荷
を減少させる。

前年度使用枚数比２％
減

前年度使用枚数比２％
減

前年度使用枚数比
２％減

総務部 税務政策
室

総務部 税務政策
室

総務部管財室で使用
するコピー用紙使用量
の削減

総務部管財室で使用
するコピー用紙使用量
を平成22年度比約２％
以上の削減を行う。

総務部管財室で使用
するコピー用紙使用量
を平成22年度比約４％
以上の削減を行う。

総務部管財室で使
用するコピー用紙
使用量を平成22年
度比約６％以上の

削減を行う。

総務部 管財室 総務部 管財室

集中管理自動車に占
める低公害車（三重県
低公害車等技術指針
【平成20年4月版】に該
当する車）の導入割合
を増やす

総務部管財室で管理
運用している集中管理
自動車（全車両）に占
める低公害車の導入
割合を５３％以上にす

る。

総務部管財室で管理
運用している集中管理
自動車（全車両）に占
める低公害車の導入
割合を５５％以上にす

る。

総務部管財室で管
理運用している集
中管理自動車（全
車両）に占める低公
害車の導入割合を
５７％以上にする。

総務部 管財室 総務部 管財室

4



平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

本庁舎（行政棟）の照
明に利用するLED照明
の導入割合を増やす

本庁舎（行政棟）の照
明に利用するLED照明
の導入割合を３％以上
にする。

本庁舎（行政棟）の照
明に利用するLED照明
の導入割合を５％以上
にする。

本庁舎（行政棟）の
照明に利用する
LED照明の導入割
合を７％以上にす
る。

総務部 管財室 総務部 管財室

加除式の参考図書の冊
数を削減することで、当
該図書及び追録に係る
紙使用量を削減する。

加除式図書の冊数
平成２２年度比マイナス２

５％

加除式図書の冊数
平成２２年度比マイナス５

０％

加除式図書の冊数
平成２２年度比マイナ

ス７５％

総務部 職員研修
センター

総務部 職員研修
センター

＞県税事務所
所属のコピー用紙使用
枚数を削減し環境負荷
を減少させる。

前年度使用枚数比２％
減

前年度使用枚数比２％
減

前年度使用枚数比
２％減

総務部 桑名県税
事務所

総務部 桑名県税
事務所

コピー用紙の削減 事務所全体で購入量
を対前年比１％削減

事務所全体で購入量
を対前年比１％削減

事務所全体で購入
量を対前年比１％
削減

四日市県
税事務所

総務室
課税室

四日市県
税事務所

総務室
課税室

コピー用紙使用枚数を
削減し、環境負荷を減
少させる。

前年度使用枚数比２％
減

前年度使用枚数比２％
減

前年度使用枚数比
２％減

総務部 鈴鹿県税
事務所

総務部 鈴鹿県税
事務所

私用車・公用車の使用
時にエコドライブを実践
し、燃料の使用量を減
らして環境負荷を低減

する。

公用車について、燃
費をH22年度実績を基
準として１％向上

公用車について、燃
費をH22年度実績を基
準として１％向上

公用車について、
燃費をH22年度実
績を基準として１％
向上

総務部 鈴鹿県税
事務所

総務部 鈴鹿県税
事務所

コピー用紙使用量の削
減し、環境負荷を減少
させる

前年比２％削減 前年比１％減 前年比１％減 総務部 津総合県
税事務所

総務部 津総合県
税事務所

公用車燃料使用量の
削減し、環境負荷を減
少させる

前年比２％削減 前年比１％減 前年比１％減 総務部 津総合県
税事務所

総務部 津総合県
税事務所

事務所のコピー用紙使
用量の削減により、環
境負荷の軽減を図る。

前年度使用実績比２％
減

前年度使用実績比１％
減

前年度使用実績比
１％減

総務部 自動車税
事務所

総務部 自動車税
事務所

環境負荷の軽減を図る
ため、所内の不必要な
照明の消灯、電源機器
の待機電力削減を図り
ます。

１００％実施 １００％実施 １００％実施 総務部 松阪県税
事務所

総務部 松阪県税
事務所

①コピー用紙の使用量
を削減し、環境負荷低
減に寄与する。

対前年度比１％減 対前年度比１％減 対前年度比１％減 総務部
伊勢県税
事務所

総務部
伊勢県税
事務所

②照明機器、ＯＡ機器
の電気使用量を削減
し、環境負荷低減に寄
与する。

実施率８０％
（部分消灯、電源コン
セントの引き抜き等）

実施率８５％
（部分消灯、電源コン
セントの引き抜き等）

実施率９０％
（部分消灯、電源コ
ンセントの引き抜き
等）

総務部
伊勢県税
事務所

総務部
伊勢県税
事務所
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

自動車税の納期内納
付率の向上を図ること
により、省エネ、省資源
に繋げる。

納期内納付率 ７８．
１％

納期内納付率 ７９．
１％

納期内納付率 ８
０．１％

総務部 伊賀県税
事務所

総務部 伊賀県税
事務所

所属のコピー用紙使用
枚数を削減し環境負荷
を減少させる。

所属あたり前年比使用
枚数2％削減

所属あたり前年比使用
枚数2％削減

所属あたり前年比
使用枚数2％削減

総務部 伊賀県税
事務所

総務部 伊賀県税
事務所

環境にかかる意識の
高揚を図るため、職員
による環境美化行動へ
の参加を促進する。

一人あたり１．５回の参
加。
延べ２７人参加。

一人あたり１．６回の参
加。
延べ２９人参加。

一人あたり１．７回
の参加。
延べ３１人参加。

総務部 紀州県税
事務所

総務部 紀州県税
事務所

庁舎職員による環境美
化行動への参加によ
り、環境にかかる意識
の高揚を図る。

環境美化行動に一人
一回以上参加

環境美化行動に一人
一回以上参加

環境美化行動に一
人一回以上参加

総務部 紀州県税
事務所紀
南県税課

総務部 紀南県税
課

防災危機管理部
部内会議・研修会等に
おける資料の効率的
作成による環境負荷の
低減

配布資料の両面印刷
率100％（両面印刷可
能なものに限る）

配布資料の両面印刷
率100％（両面印刷可
能なものに限る）

配布資料の両面印
刷率100％（両面印
刷可能なものに限
る）

防災危機
管理部

危機管理
総務室

防災危機
管理部

危機管理
総務室

会議・講習会・研修会
における資料の効率的
作成による環境負荷の
低減

会議・講習会・研修会
における配付資料の両
面印刷率１００％実施
（両面印刷可能なもの
に限る。）

会議・講習会・研修会
における配付資料の両
面印刷率１００％実施
（両面印刷可能なもの
に限る。）

会議・講習会・研修
会における配付資
料の両面印刷率１
００％実施（両面印
刷可能なものに限
る ）

防災危機
管理部

消防・保
安室

防災危機
管理部

消防・保
安室

防災関係機関（県民セ
ンター、市町、消防本
部）への資料配布の電
子化による環境負荷の
低減

防災関係機関（県民セ
ンター、市町、消防本
部）への資料配布の電
子化率90%（電子化可
能なものに限る）

防災関係機関（県民セ
ンター、市町、消防本
部）への資料配布の電
子化率92%（電子化可
能なものに限る）

防災関係機関（県
民センター、市町、
消防本部）への資
料配布の電子化率
94%（電子化可能な
ものに限る）

防災危機
管理部

防災対策
室

防災危機
管理部

防災対策
室

「三重県緊急地震対策
行動計画」の策定や、
今後「新地震対策行動
計画」「三重県業務継
続計画（ＢＣＰ）」「三重
県復旧・復興マニュア
ル」等の各種計画の策
定が予定されているこ
とや、県民の防災意識
の向上を図るために冊
子やパンフレットの作
成がさけられないとこ
ろである。しかし、電子
媒体の積極的活用、使
用の予定化・最適化を
図り、活動を活性化し
つつ、紙の使用を抑制
する。

カラーコピー（県庁地階
設置）利用抑制 年間
使用量40,000枚

カラーコピー（県庁地階
設置）利用抑制 年間
使用量40,000枚

カラーコピー（県庁
地階設置）利用抑
制 年間使用量
40,000枚

防災危機
管理部

地震対策
室

防災危機
管理部

地震対策
室

生活・文化部
会議等を実施する際、
出席人数の精査及び
必要資料部数の事前
把握・伝達を徹底する
ことにより、コピー用紙
使用量の削減を図る。

室コピー機カウンタ数
一人あたり基準年度
（Ｈ22年度）より４％減

室コピー機カウンタ数
一人あたり基準年度
（Ｈ22年度）より７％減

室コピー機カウンタ
数
一人あたり基準年
度（Ｈ22年度）より
10％減

生活・文
化部

生活・文
化総務室

生活・文
化部

生活・文
化総務室

研修参加者に対して、
公共交通機関の利用
を呼びかけ、環境負担
の軽減を目指す。

室主催の研修のうち、
参加者に公共交通機
関の利用を呼びかけた
割合100％

室主催の研修のうち、
参加者に公共交通機
関の利用を呼びかけた
割合100％

室主催の研修のう
ち、参加者に公共
交通機関の利用を
呼びかけた割合
100％

生活･文
化部

情報公開
室

生活･文
化部

情報公開
室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

全ての室員が担当事業
において、不要な資料・
印刷物の作成を減らす意
識を持つことで、紙の消
費に関する環境負荷低
減のための取組を実践
する。

年度中に配布資料等の
コピー枚数、または印刷
物の配布残を減らす改善
の何らかの取組みを実施
した室員の割合を５０％
以上

年度中に配布資料等の
コピー枚数、または印刷
物の配布残を減らす改善
の何らかの取組みを実施
した室員の割合を６５％
以上

年度中に配布資料等
のコピー枚数、または
印刷物の配布残を減
らす改善の何らかの
取組みを実施した室
員の割合を８０％以
上

生活・文
化部

文化振興
室

生活・文
化部

文化振興
室

コピーする必要性の確
認やコピー数の削減、
ミスコピーの防止に
よってコピー数を削減
する。

平成22年度比 ▲3.0% 平成22年度比 ▲4.0% 平成22年度比 ▲
5.0%

生活・文
化部

勤労・雇
用支援室

生活・文
化部

勤労・雇
用支援室

室において作成するチ
ラシやパンフレット等に
ついて、環境に配慮し
た見直しを行い、印刷
物購入量の削減を図り
ます。

平成22年度実績比
1.0%減

平成22年度実績比
1.5%減

平成22年度実績比
2.0%減

生活・文
化部

交通安
全・消費
生活室

生活・文
化部

交通安
全・消費
生活室

エコ運転を心がけ、ガ
ソリンの使用量やＣＯ２
の排出量を削減する。

エコ運転の取り組み自
己評価
９０％

エコ運転の取り組み自
己評価
９５％

エコ運転の取り組
み自己評価
１００％

生活・文
化部

人権室 生活・文
化部

人権室

CO2およびゴミの排出
量削減を図り環境負荷
の低減に努めるととも
に、職員や県民の環境
マインド高める。

主催会議、セミナーへ
の出席の際、参加者に
公共交通機関の利用
を呼びかける割合８
５％

主催会議、セミナーへ
の出席の際、参加者に
公共交通機関の利用
を呼びかける割合９
０％

主催会議、セミナー
への出席の際、参
加者に公共交通機
関の利用を呼びか
ける割合９５％

生活・文
化部

男女共同
参画・
NPO室

生活・文
化部

男女共同
参画・
NPO室

全ての室員が、日常の業
務において、パソコン使
用による電気使用量の削
減に努めることで、環境
負荷低減のための取組
を実践する。

全ての室員が、日常の業
務において、パソコンのフ
タ閉じ及び１時間４５分以
上使用しない場合及び終
業時の電源オフを慣行す
る。前年度より実行でき
た室員の割合８０％。

全ての室員が、日常の業
務において、パソコンのフ
タ閉じ及び１時間４５分以
上使用しない場合及び終
業時の電源オフを慣行す
る。前年度より実行でき
た職員の割合８５％。

全ての室員が、日常
の業務において、パ
ソコンのフタ閉じ及び
１時間４５分以上使用
しない場合及び終業
時の電源オフを慣行
する。前年度より実行
できた職員の割合９
０％。

生活・文化
部

国際室 生活・文化
部

国際室

健康福祉部
可能な限りの照明消
灯、パソコン及びコピー
機の省エネ設定、3階
差以内の階段利用の
実践を継続することで
節電対策をより一層、
実効性あるものとす
る。

実践する職員 １００％ 実践する職員 １００％ 実践する職員 １０
０％

健康福祉
部

健康福祉
総務室

健康福祉
部

健康福祉
総務室

法人等からの事前提
出資料及び当日提出
資料について、可能な
限り両面コピーを活用
するよう働きかけを行
い、省エネルギー・省
資源の推進を図るとと
もに、室内の書類削減
を進めます。

両面コピーによる資料
提出割合 １０％

両面コピーによる資料
提出割合 50％

両面コピーによる資
料提出割合 70％

健康福祉
部

監査室 健康福祉
部

監査室

電気使用量の削減と
資源の消費を抑制し、
職場内でのごみ排出
量の減少と環境保全を
意識の向上を図るため
の取組を行う職員を増

実践職員１００％ 実践職員１００％ 実践職員１００％ 健康福祉
部

健康危機
管理室

健康福祉
部

健康危機
管理室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

マイボトル・マイ水筒等
の持参

マイボトル・マイ水筒等
の持参職員８０％

マイボトル・マイ水筒等
の持参職員９０％

マイボトル・マイ水
筒等の持参職員１
００％

健康福祉
部

薬務食品
室

健康福祉
部

薬務食品
室

研修会等には可能な
限り公共交通機関の
利用をすすめることに
より、車のガソリン消費
量の減少による環境負
荷低減に取り組む人を
増やす。

取組を実施した人の割
合８０％

取組を実施した人の割
合９０％

取組を実施した人
の割合１００％

健康福祉
部

健康づくり
室

健康福祉
部

健康づくり
室

電気使用量、コピー用
紙使用量、ごみ排出量
について削減を図るた
めの取組を行う職員を
増やす。

実践職員１００％ 実践職員１００％ 実践職員１００％ 健康福祉
部

医療政策
室

健康福祉
部

医療政策
室

室発行の冊子の必要
性を検討し、配布部数
の見直しや冊子として
の提供から電子ファイ
ルでの提供への見直し
を進める。

室の印刷物のうち毎年
度印刷するものについ
て、H22年度実績から
2％削減

室の印刷物のうち毎年
度印刷するものについ
て、H22年度実績から
3％削減

室の印刷物のうち
毎年度印刷するも
のについて、H22年
度実績から4％削
減

健康福祉
部

社会福祉
室

健康福祉
部

社会福祉
室

事業所から当室の
メール配信システムへ
の登録を促進し、通知
文等の紙の使用量を
減らす。

「メール配信システム」
の登録事業所の割合
８４％

「メール配信システム」
の登録事業所の割合
８５％

「メール配信システ
ム」の登録事業所
の割合 ８６％

健康福祉
部

長寿社会
室

健康福祉
部

長寿社会
室

コピー枚数を削減し、
紙使用量を削減する。

平成22年度と比較し3
パーセントの減

平成22年度と比較し５
パーセントの減

平成22年度と比較
し７パーセントの減

健康福祉
部

障害福祉
室

健康福祉
部

障害福祉
室

節電の励行及び公用
車等使用時における効
率的経路の設定等、職
員が環境に配慮した取
組を行うことによって、
環境に配慮した取組を
行う県民等の増加につ
なげる。

環境に配慮する取組を
行った職員率１００％

環境に配慮する取組を
行った職員率１００％

環境に配慮する取
組を行った職員率１
００％

健康福祉
部

こども未
来室

健康福祉
部

こども未
来室

節電や紙の使用削減
等を徹底することに
よって、広く環境に配
慮した取組を行うこと
につなげる。

環境に配慮した行動を
取った職員率１００％

環境に配慮した行動を
取った職員率１００％

環境に配慮した行
動を取った職員率１
００％

健康福祉
部

こども家
庭室

健康福祉
部

こども家
庭室

＞保健福祉事務所
「所内外への情報発信
の電子化」や「所内（課
内）各種資料の電子化
による情報の共有・活
用」により、省エネ・省
資源を図るとともに事
務処理の迅速化を図
る。

食品衛生に関する関
係者への最新情報の
提供を電子メールなど
で迅速に５回以上（下
半期）行う。

食品衛生に関する関
係者への最新情報の
提供を電子メールなど
で迅速に１２回以上行
う。

食品衛生に関する
関係者への最新情
報の提供を電子
メールなどで迅速に
１５回以上行う。

健康福祉
部

桑名保健
福祉事務
所

健康福祉
部

桑名保健
福祉事務
所
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

【ライトダウンデー(エコ
ノー残業デー)の推進】
毎月７日(休日の場合、
翌登庁日)を実施日と
する。

【エコドライブの推進】
職員全員が公用車及
び私用自家用車の運
転について、次の３項
目に取組むものとす
る。
「①アイドリング・ストッ
プを心がける」
「②急発進・急加速・急
停車を避け、安定した
速度で運転する」
「③エアコンの温度調
節をこまめにする」

電灯消灯実施率９０％

目標達成率９０％

電灯消灯実施率９２％

目標達成率９２％

電灯消灯実施率９
５％

目標達成率９５％

健康福祉
部

鈴鹿保健
福祉事務
所

健康福祉
部

鈴鹿保健
福祉事務
所

昼休みの消灯および
パソコンの省エネ設定
の実施

昼休みの事務室、不使
用時のトイレ、喫煙室
等の消灯を実施する。
パソコンの省エネ設定
を実施する。

昼休みの事務室、不使
用時のトイレ、喫煙室
等の消灯を実施する。
パソコンの省エネ設定
を実施する。

昼休みの事務室、
不使用時のトイレ、
喫煙室等の消灯を
実施する。パソコン
の省エネ設定を実
施する。

健康福祉
部

津保健福
祉事務所

健康福祉
部

津保健福
祉事務所

・月の最初の出勤日を
ノー残業デーとし、時
間外勤務の縮減、電気
使用量の節減に努め
る。

・食育関係の研修会で
残菜や油等の再利用
促進を呼びかけ環境
への配慮を啓発する。

・月の最初の出勤日を
ノー残業デーとする（午
後6時消灯、節電の呼
びかけ）。

・食育関係の研修会で
残菜や油等の再利用
促進を呼びかける。

・月の最初の出勤日を
ノー残業デーとする（午
後6時消灯、節電の呼
びかけ）。

・食育関係の研修会で
残菜や油等の再利用
促進を呼びかける。

・月の最初の出勤
日をノー残業デーと
する（午後6時消
灯、節電の呼びか
け）。

・食育関係の研修
会で残菜や油等の
再利用促進を呼び
かける。

健康福祉
部

松阪保健
福祉事務
所

健康福祉
部

松阪保健
福祉事務
所

・業務の計画的及び効
率的な推進による総勤
務時間の縮減により、
職員の健康管理と組
織の省エネの 実践に
より貢献することとな
り、地球温暖化防止に
貢献する。

・職員一人当たり年間
総労働時間
１８００時間

・目標達成率 ７５％

・職員一人当たり年間
総労働時間
１７８０時間

・目標達成率 ８０％

・職員一人当たり年
間総労働時間
１７６０時間

・目標達成率 ８
５％

健康福祉
部

伊勢保健
福祉事務
所

健康福祉
部

伊勢保健
福祉事務
所

・業務の計画的及び効
率的な推進による総勤
務時間の縮減により、
職員の健康管理と組
織の省エネの 実践に
より貢献することとな
り、地球温暖化防止に
貢献する。

・職員一人当たり年間
総労働時間
１８００時間

・目標達成率 ７０％

・職員一人当たり年間
総労働時間
１７８０時間

・目標達成率 ７５％

・職員一人当たり年
間総労働時間
１７６０時間

・目標達成率 ８
０％

健康福祉
部

伊勢保健
福祉事務
所
志摩衛生
指導課

健康福祉
部

伊勢保健
福祉事務
所
志摩衛生
指導課

電気使用量を節減する
ことで、省エネ・省資源
化を図る。

帰宅時に一人一台パ
ソコンのコンセントを抜
いたり、電源スイッチ付
きOAタップで各自のス
イッチをオフにする。
実施率９０％

帰宅時に一人一台パ
ソコンのコンセントを抜
いたり、電源スイッチ付
きOAタップで各自のス
イッチをオフにする。
実施率９５％

帰宅時に一人一台
パソコンのコンセン
トを抜いたり、電源
スイッチ付きOAタッ
プで各自のスイッチ
をオフにする。 実
施率１００％

健康福祉
部

伊賀保健
福祉事務
所

健康福祉
部

伊賀保健
福祉事務
所

事務所が開催する会
議や研修において、参
加者に自動車の乗り合
わせや公共交通機関
の利用などの環境配
慮を呼びかけることに
より、県民、事業者へ
の環境意識の向上を
図る。

参加者に環境配慮の
呼びかけ等を行った会
議・研修等の開催回数

１０回

参加者に環境配慮の
呼びかけ等を行った会
議・研修等の開催回数

２０回

参加者に環境配慮
の呼びかけ等を
行った会議・研修等
の開催回数

２２回

健康福祉
部

尾鷲保健
福祉事務
所

健康福祉
部

尾鷲保健
福祉事務
所

住民団体やＮＰＯ法人
等が主催する東紀州
地域の環境美化・保全
活動に職員が参加す
ることにより、環境マイ
ンドの醸成を図る。

東紀州地域の環境美
化・保全活動に参加し
た職員の延べ人数

１５人

東紀州地域の環境美
化・保全活動に参加し
た職員の延べ人数

２０人

東紀州地域の環境
美化・保全活動に
参加した職員の延
べ人数

２５人

健康福祉
部

尾鷲保健
福祉事務
所

健康福祉
部

尾鷲保健
福祉事務
所
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

公用車での出張にあ
たり、「ふんわりアクセ
ル」「フューエルカット機
能の活用」「適正タイヤ
空気圧」等エコドライブ
を心がけることにより、
省エネ・省資源を図る。

エコドライブ実践者 ７
０％

エコドライブ実践者 8
０％

エコドライブ実践者
９０％

健康福祉
部

熊野保健
福祉事務
所

健康福祉
部

熊野保健
福祉事務
所

＞児童相談所
昼休みの消灯および
パソコンの省エネ設定
の実施

昼休みの事務室、不使
用時のトイレ等の消灯
を実施する。パソコン
の省エネ設定を実施す
る。

昼休みの事務室、不使
用時のトイレ等の消灯
を実施する。パソコン
の省エネ設定を実施す
る。

昼休みの事務室、
不使用時のトイレ
等の消灯を実施す
る。パソコンの省エ
ネ設定を実施する。

健康福祉
部

北勢児童
相談所

健康福祉
部

北勢児童
相談所

節電の励行等、環境に
配慮した行動を実施す
る。

昼休みの消灯及び
パソコンの省エネ設定
の実施

昼休みの消灯及び
パソコンの省エネ設定
の実施

昼休みの消灯及び
パソコンの省エネ設
定の実施

健康福祉
部

児童相談
センター・
中勢児童
相談所

健康福祉
部

児童相談
センター・
中勢児童
相談所

パソコンの省エネ設定
を職場内で徹底する

パソコンの省エネ設定
を継続する

退席時にパソコンの蓋
を閉める

退庁時の待機電流
を削減する

健康福祉
部

南勢志摩
児童相談
所

健康福祉
部

南勢志摩
児童相談
所

電気使用量の削減を
図るための取組をおこ
なう職員を増やし、職
員が環境に配慮した取
組を行う。

実施した職員率80％ 実施した職員率90％ 実施した職員率１０
０％

健康福祉
部

伊賀児童
相談所

健康福祉
部

伊賀児童
相談所

エコドライブを心がけ、
ガソリン消費の抑制や
ＣＯ2排出量の削減を
図る。

エコドライブ実践者
８０％

エコドライブ実践者
９０％

エコドライブ実践者
１００％

健康福祉
部

紀州児童
相談所

健康福祉
部

紀州児童
相談所

＞松阪食肉衛生検査所
実施可能なリユースか
ら取り組みを始め、事
務用品等の全ての物
品に拡げて「もったいな
い」意識を職員全体に
浸透させる。

転出時にリユース可能
な白衣を返却したと報
告した職員の割合８
０％

転出時にリユース可能
な白衣を返却したと報
告した職員の割合９
０％

転出時にリユース
可能な白衣を返却
したと報告した職員
の割合１００％

健康福祉
部

松阪食肉
衛生検査
所

健康福祉
部

松阪食肉
衛生検査
所

＞こころの健康センター
毎週水曜日の定時退
庁、節電に努め、コ
ピー用紙使用量を職員
あたり前年度比２％減
に努める。

職員あたり２％の減 職員あたり２％の減 職員あたり２％の減 健康福祉
部

こころの
健康セン
ター

健康福祉
部

こころの
健康セン
ター

＞小児診療センターあすなろ学園
職場内での節電を励
行することによって、職
員が環境に配慮した取
組を行う意識を高め
る。

外来部門や入院病棟
を除き職員事務室内の
昼休みにおける消灯を
徹底する。
実施率１００％

外来部門や入院病棟
を除き職員事務室内の
昼休みにおける消灯を
徹底する。
実施率１００％

外来部門や入院病
棟を除き職員事務
室内の昼休みにお
ける消灯を徹底す
る。
実施率１００％

健康福祉
部

あすなろ
学園

健康福祉
部

あすなろ
学園

＞保健環境研究所
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

環境修復方法の提案
など環境保全に資する
研究を、各分野（大気・
水質・廃棄物）につい
てそれぞれ１つ以上研
究し、一定の効果をあ
げる

・廃棄物不法投棄現場
の菌叢調査を行い、
VOC分解能力を有する
菌の特定を行う。

・有害金属による土壌
汚染原因の判定方法
の検討を実施する。

・大気中微小粒子状物
質（PM2.5）について簡
易法と標準法により並
行調査等を行う。これ
までに得られた調査結
果から、簡易法の調査
結果と標準法による
PM2.5濃度との関連を
検討する。

・現場菌叢と地下VOC
濃度状況との関連を明
らかにし、菌叢調査か
らの地下汚染状況評
価方法、微生物分解に
よる自然衰退能力等に
ついて考察を行う。

・土壌汚染由来の判定
方法を開発し、当該方
法の妥当性を検証す
る。

・PM2.5の質量濃度、内
容成分について詳細
調査を実施し、季節変
動、地域特性等を把握
する。

・PM2.5の質量濃
度、内容成分と気
象条件、他汚染物
質データ等の関連
を調査し、高濃度生
成につながる要因
を検討する。

健康福祉
部

保健環境
研究所

健康福祉
部

保健環境
研究所

環境森林部
環境・森林を守り育て
る活動の担い手の育
成と県民への環境情
報提供のため、イン
ターネットホームページ
「三重の環境と森林」
の情報内容を充実させ
る

アクセス件数
６３０，０００ユーザー
セッション

アクセス件数
６３７，０００ユーザー
セッション

アクセス件数
６４４，０００ユー
ザーセッション

環境森林
部

環境森林
総務室

環境森林
部

環境森林
総務室

部内における企画・調
整業務、広聴広報業
務、予算決算調整及び
執行業務、人事管理業
務等にかかる業務の
効率化を推進し、コ
ピー機の一日あたりの
使用量を削減する。

基準年度平成22年度
比 1.5％減
1日あたり ３，５２３カ
ウント

基準年度平成22年度
比 3％減
1日あたり ３，４６９カ
ウント

基準年度平成22年
度比 5％減
1日あたり ３，３９８
カウント

環境森林
部

環境森林
総務室

環境森林
部

環境森林
総務室

ごみゼロ社会の実現を
めざし、住民、事業者、
市町等との適切な役割
分担に基づく連携・協
働のもと、ごみ減量化
をより一層促進しま
す。

環境学習で使用する
「もったいない」という
意識を高めるための
ツールを作成します。

ツールを使って、各地
域県庁舎単位のモデ
ル校（小学校１～２校）
で環境学習を実施しま
す。

県内小学校全校で
のツールを使った
環境学習の実施を
めざします。

環境森林
部

ごみゼロ
推進室

環境森林
部

ごみゼロ
推進室

ごみゼロ社会の実現を
めざし、住民、事業者、
市町等との適切な役割
分担に基づく連携・協
働のもと、ごみ減量化
をより一層促進しま
す。

室主催の市町等との
政策を協議する会議を
年２回以上開催しま
す。

室主催の市町等との
政策を協議する会議を
年３回以上開催しま
す。

室主催の市町等と
の政策を協議する
会議を年４回以上
開催します。

環境森林
部

ごみゼロ
推進室

環境森林
部

ごみゼロ
推進室

「三重県リサイクル製
品利用推進条例」に基
づき、認定リサイクル
製品の普及とリサイク
ル産業の育成を推進し
ます。

県自ら認定リサイクル
製品の使用・購入実績
を前年に対し増加させ
ます。

県自ら認定リサイクル
製品の使用・購入実績
を前年に対し増加させ
ます。

県自ら認定リサイク
ル製品の使用・購
入実績を前年に対
し増加させます。

環境森林
部

ごみゼロ
推進室

環境森林
部

ごみゼロ
推進室

「三重県生活環境の保
全に関する条例」に基
づき、県有地等に放置
された自動車を迅速に
撤去し、快適な生活環
境を確保します。

県内の放置自動車残
存台数を前年度に対し
減少させます。

県内の放置自動車残
存台数を前年度に対し
減少させます。

県内の放置自動車
残存台数を前年度
に対し減少させま
す。

環境森林
部

ごみゼロ
推進室

環境森林
部

ごみゼロ
推進室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

多量排出事業者等に
よる適正管理計画の
策定と自主情報公開を
促進するとともに、コン
プライアンスの徹底や
産業廃棄物の減量化、
リサイクルの推進、Ｗ
ＲＧ（廃棄物・リサイク
ルガバナンス）構築等
に関する技術情報提
供、支援を行います。

産業廃棄物の適正処
理に関するセミナーへ
の参加者数 360人

産業廃棄物の適正処
理に関するセミナーへ
の参加者数 360人

産業廃棄物の適正
処理に関するセミ
ナーへの参加者数
360人

環境森林
部

廃棄物対
策室

環境森林
部

廃棄物対
策室

迅速な監視・指導を
通じた適正処理の推進
により、不適正処理事
案の原因者に対する
早期是正を進め、地域
住民の安全安心をは
かる。

監視指導件数 3600件 監視指導件数 3600件 監視指導件数
3600件

環境森林
部

廃棄物監
視・指導
室

環境森林
部

廃棄物監
視・指導
室

廃棄物不適正処理の
是正（対象事案におけ
る実施率100%）

対象事案における実施
率100%

対象事案における実施
率100%

対象事案における
実施率100%

環境森林
部

廃棄物適
正処理プ
ロジェクト

環境森林
部

廃棄物適
正処理プ
ロジェクト

家庭での二酸化炭素
等温室効果ガスの排
出を削減する取組を促
進する。

地球温暖化防止の取
組推進を目的に普及
啓発をした人数
４，０００人

地球温暖化防止の取
組推進を目的に普及
啓発をした人数
４，０００人

地球温暖化防止の
取組推進を目的に
普及啓発をした人
数
４，０００人

環境森林
部

地球温暖
化対策室

環境森林
部

地球温暖
化対策室

県内事業者等の環境
意識の高揚、環境取組
の促進を図る。

三重県版小規模事業
者向け環境マネジメン
トシステム（Ｍ－ＥＭＳ）
の導入により環境経営
を促進する。
新規認証取得事業所
数 ４０

三重県版小規模事業
者向け環境マネジメン
トシステム（Ｍ－ＥＭＳ）
の導入により環境経営
を促進する。
新規認証取得事業所
数 ４０

三重県版小規模事
業者向け環境マネ
ジメントシステム（Ｍ
－ＥＭＳ）の導入に
より環境経営を促
進する。
新規認証取得事業
所数 ４０

環境森林
部

地球温暖
化対策室

環境森林
部

地球温暖
化対策室

工場・事業場におい
て大気汚染物質の排
出が適正に管理され、
また、自動車排ガスに
よる局地的な大気汚染
解消への取組を進め
る。

県内の大気環境測定
局の内、二酸化硫黄、
二酸化窒素及び浮遊
粒子状物質の大気環
境基準を達成した測定
局の割合を96.4％以上
とする。

県内の大気環境測定
局の内、二酸化硫黄、
二酸化窒素及び浮遊
粒子状物質の大気環
境基準を達成した測定
局の割合を96.5％以上
とする。

県内の大気環境
測定局の内、二酸
化硫黄、二酸化窒
素及び浮遊粒子状
物質の大気環境基
準を達成した測定
局の割合を96.5％
以上とする。

環境森林
部

地球温暖
化対策室

環境森林
部

地球温暖
化対策室

職員の環境意識向上
を図る。

自主的な環境活動へ
の参画
エコ通勤１回／月以上

自主的な環境活動へ
の参画
エコ通勤１回／月以上

自主的な環境活動
への参画
エコ通勤１回／月
以上

環境森林
部

地球温暖
化対策室

環境森林
部

地球温暖
化対策室

県民に豊かな恵みを享
受する伊勢湾を県民共
有の財産と認識し、さ
まざまな主体の自主的
な活動による水質の保
全・改善などの取組を
通じて、誰もが身近な
存在として伊勢湾に愛
着を持てるよう関心を
高めるとともに、森・
川・海のつながりを意
識したさまざまな主体
の連携・協働をすすめ
る。

伊勢湾 森・川・海のク
リーンアップ大作戦参
加者： 20,500人

伊勢湾 森・川・海のク
リーンアップ大作戦参
加者： 22,000人

伊勢湾 森・川・海
のクリーンアップ大
作戦参加者：
23,500人

環境森林
部

水質改善
室

環境森林
部

水質改善
室

県産材認証制度である
「三重の木」等の利用
を促進することにより、
「緑の循環」を進め、二
酸化炭素の吸収・固
定、並びに環境の保全
を図る。

県産丸太を用いた
「JAS製材品」、「三重
の木」認証材及び「あ
かね材」認証材の出荷
量を
２８、３００m3 以上とす
る

県産丸太を用いた
「JAS製材品」、「三重
の木」認証材及び「あ
かね材」認証材の出荷
量を
３２，５００m3 以上とす
る

県産丸太を用いた
「JAS製材品」、「三
重の木」認証材及
び「あかね材」認証
材の出荷量を
３７，４００m3 以上
とする

環境森林
部

森林・林
業経営室

環境森林
部
農林(水
産)商工環
境事務所

森林・林
業経営室

森林･林
業室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

環境に配慮した公共事
業を推進する。

治山、林道等の公共事
業において、環境への
負荷が少なく再生産可
能な間伐材の使用を
推進する。

環境に配慮した公共事
業を推進する。

間伐材の利用量を
3,100ｍ3とする。

環境に配慮した公共事
業を推進する。

間伐材の利用量を
3,100ｍ3とする。

環境に配慮した公
共事業を推進す
る。

間伐材の利用量を
3,100ｍ3とする。

環境森林
部

森林保全
室

環境森林
部
農林(水
産)商工環
境事務所

森林保全
室

森林･林
業室

水源かん養、土砂流出
防止や二酸化炭素吸
収などの公益的な機能
の発揮に資する森林
整備を促進する。

公益的機能の発揮に
資する環境林整備事
業を促進する。

環境林間伐実施面積
を3,300haとする。

公益的機能の発揮に
資する環境林整備事
業を促進する。

環境林間伐実施面積
を3,300haとする。

公益的機能の発揮
に資する環境林整
備事業を促進す
る。

環境林間伐実施面
積を3,300haとする。

環境森林
部

森林保全
室

環境森林
部
農林(水
産)商工環
境事務所

森林保全
室

森林･林
業室

森林環境教育の実施
を希望する小学校と、
地域で活動する団体・
指導者とのマッチング
を行うなど、地域の人
材を活用した森林環境
教育活動への参加機
会を増加しし、次世代
を担うこどもたちの森
林や木材利用への関
心や理解を深めます。

森林環境教育活動回
数 １３回

森林環境教育活動回
数 ２６回

森林環境教育活動
回数 ３５回

環境森林
部

自然環境
室

環境森林
部

自然環境
室

＞林業研究所
冷暖房にかかる「灯油
焚き冷温水発生機」を
「木質ペレット焚き冷温
水発生機（灯油併用）」
に更新し、燃料に占め
る「木質ペレット」の割
合を高め、灯油の使用
量を削減してCO２排出
量を縮減する。（２３年
度末更新）

冷暖房用燃料に占め
る「木質ペレット」の割
合を０％（年度末更新）

冷暖房用燃料に占め
る「木質ペレット」の割

合を５０％

冷暖房用燃料に占
める「木質ペレット」
の割合を６０％

環境森林
部

林業研究
所

環境森林
部

林業研究
所

農水商工部

室員の環境に配慮す
る意識の向上
ISOチェックリストで消
灯、PC蓋とじ、マイカッ
プ、ごみ分別、コピー用
紙、整理整頓の削減を
徹底する

ISOチェックリストの年間
目標25/30の達成

ISOチェックリストの年間
目標25.5/30の達成

ISOチェックリストの年
間目標26/30の達成

農水商工
部

農水商工
総務室

農水商工
部

農水商工
総務室

・コピー用紙使用量の
削減

①室内打合せにおける
資料の裏紙の割合90%

①室内打合せにおける
資料の裏紙の割合95%

①室内打合せにお
ける資料の裏紙の
割合100%

農水商工
部

財務経理
室

農水商工
部

財務経理
室

・庁内オフィスごみの削
減

②使い捨て容器の消
費量１人１日平均0.45
本

②使い捨て容器の消
費量１人１日平均0.40
本

②使い捨て容器の
消費量１人１日平
均0.35本

農水商工
部

財務経理
室

農水商工
部

財務経理
室

出張には、公共交通機
関の利用と自動車乗り
合わせを促進し、ガソ
リン消費を削減する。

出張時の自動車利用
率

５５％以下

出張時の自動車利用
率

５５％以下

出張時の自動車利
用率

５５％以下

農水商工
部

団体検査
室

農水商工
部

団体検査
室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

効率的かつ安定的な
農業経営体の自立へ
の支援、地域活性化プ
ランの策定・実践への
支援を行う各種事業や
普及指導活動等を通じ
て、環境に配慮した持
続可能な生産活動へ
の取組の啓発や技術
面での支援を行い、環
境保全型農業の取組
を増やすことに貢献す
る。

環境保全型農業の主
要産地における取組割
合 ４１％

環境保全型農業の主
要産地における取組割
合 ４４％

環境保全型農業の
主要産地における
取組割合 ４７％

農水商工
部

農業経営
室

農水商工
部

農業経営
室

環境に配慮した生産方
法等により栽培された
生産物を認定する「人
と自然にやさしいみえ
の安心食材表示制度」
の普及を推進する。

人と自然にやさしいみ
えの安心食材登録件
数（累計） 820件

人と自然にやさしいみ
えの安心食材登録件
数（累計） 870件

人と自然にやさしい
みえの安心食材登
録件数（累計） 920

件

農水商工
部

マーケティ
ング室

農水商工
部

マーケティ
ング室

今後の農業は、地球
温暖化防止等の環境
に配慮した農業が求め
られています。環境価
値に対する県民の理
解を深め、農産物の高
付加価値化につなげる
ことで、環境に配慮し
た農業を実践する生産
者（エコファーマー）を
増やしていきます。

エコファーマーの認定
数

１，１８０人（累積件数）

エコファーマーの認定
数

１，２１０人（累積件数）

エコファーマーの認
定数

１，２４０人（累積件
数）

農水
商工部

農産物
安全室

農水
商工部

農産物
安全室

飼料用稲の作付拡大
により、輸入飼料の輸
送に係る環境負荷軽
減、堆肥活用による化
学肥料削減、耕作放棄
地の活用等を促進す
る。

飼料用稲の作付面積
１４０ha

飼料用稲の作付面積
１４５ha

飼料用稲の作付面
積 １５０ha

農水商工
部

農畜産室 農水商工
部

農畜産室

室の一人ひとりが、
業務の過程を見直すこ
とにより、室のコピー用
紙使用枚数の削減を
目指す。

室のコピー使用枚数を
基準枚数（129千枚）の
1.5%減

（目標 １２７千
枚）

室のコピー使用枚数を
基準枚数（129千枚）の
3.0%減

（目標 １２５千
枚）

室のコピー使用枚
数を
基準枚数（129千
枚）の5.0%減

（目標 １２３
千枚）

農水商工
部

農地調整
室

農水商工
部

農地調整
室

出張の際、公共交通機
関を使用することでCO
２削減に努める

出張時の自動車利用
率 55％以下

出張時の自動車利用
率 55％以下

出張時の自動車利
用率 55％以下

農水商工
部

農業基盤
室

農水商工
部

農業基盤
室

室の一人ひとりが、
業務の過程を見直すこ
とにより、室のコピー用
紙使用枚数の削減を
目指す。

室のコピー使用枚数を
基準枚数（129千枚）の
1.5%減

（目標 １２７千
枚）

室のコピー使用枚数を
基準枚数（129千枚）の
3.0%減

（目標 １２５千
枚）

室のコピー使用枚
数を
基準枚数（129千
枚）の5.0%減

（目標 １２３
千枚）

農水商工
部

農地調整
室

農水商工
部

農地調整
室

紙資源の効率的な利
用を図り、資源の消費
削減に努める

会議欠席者のうち紙媒
体で資料を配付しな
かった人の割合を９
０％以上とすることをす
べての会議において達
成する。

会議欠席者のうち紙媒
体で資料を配付しな
かった人の割合が９
０％以上とすることをす
べての会議において達
成する。

会議欠席者のうち
紙媒体で資料を配
付しなかった人の
割合が９０％以上と
することをすべての
会議において達成

農水商工
部

農山漁村
室

農水商工
部

農山漁村
室

藻場・干潟の持つ水質
浄化、二酸化炭素固
定、多様な生物育成の
場といった多面的機能
を保全するため、漁業
者を中心とした保全活
動組織を支援する。

保全活動を行う活動組織
数を１８組織を維持する。

保全活動を行う活動組織
数を１８組織を維持する。

保全活動を行う活動
組織数を１８組織を維
持する。

農水商工
部

水産資源
室

農水商工
部

水産資源
室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

業務の簡素・効率化を
進めつつ、県庁ISOの
取り組みを職員ひとり
ひとりが理解を深め、
地球環境負荷を低減
する。

共有フォルダ及び返信
ボタン機能の利活用率

を１８０％にする。

共有フォルダ及び返信
ボタン機能の利活用率

を１９０％にする。

共有フォルダ及び
返信ボタン機能の
利活用率を２００％

にする。

農水商工
部

水産経営
室

農水商工
部

水産経営
室

節電の励行及び公用
車等使用時における効
率的経路の設定等、職
員が環境に配慮した取
組を行うことによって、
環境に配慮した取組を
行う県民等の増加につ
なげる。

環境に配慮する取組を
行った職員率１００％

環境に配慮する取組を
行った職員率１００％

環境に配慮する取
組を行った職員率１
００％

農水商工
部

水産基盤
室

農水商工
部

水産基盤
室

クリーンエネルギー社
会や低炭素社会の実
現に向けた普及啓発を
図る。

普及啓発イベントなど
の開催年１回

普及啓発イベントなど
の開催年１回

普及啓発イベントな
どの開催年１回

農水商工
部

産業集積
室

農水商工
部

産業集積
室

環境取り組みに対す
る所属職員の意識向
上を図り、業務や日常
で環境に配慮した行動
が率先してできる職員
を増やします。

・新聞スクラップ時の裏紙
使用率 90%

・新聞スクラップ時の裏紙
使用率 93%

・新聞スクラップ時の
裏紙使用率

95%

農水商工
部

商工振興
室

農水商工
部

商工振興
室

〃
･マイカップ等の利用人
数 90%

･マイカップ等の利用人
数 95%

･マイカップ等の利
用人数 100%

同上 同上 同上 同上

日常業務において紙資
源等を無駄にせず情
報共有化及び事務効
率化を推進するととも
に、環境に配慮した行
動を率先して行うこと
ができる室員を増やし
ます。

・共有フォルダの活用
率 100%
・マイボトル・マイカップ
の持参率 90%

・共有フォルダの活用
率 100%
・マイボトル・マイカップﾟ
の持参率 95%

・共有フォルダの活
用率 100%
・マイボトル・マイ
カップﾟの持参率
100%

農水商工
部

金融経営
室

農水商工
部

金融経営
室

環境保全や向上に対
する所属職員の意識
向上を進め、企業訪問
などの日常業務等で環
境に配慮した行動を率
先して行うことができる
職員を増やします。

公用車のアイドリング
ストップの徹底 100%

公用車のアイドリング
ストップの徹底 100%

公用車のアイドリン
グストップの徹底
100%

農水商工
部

企業立地
室

農水商工
部

企業立地
室

環境保全や向上に対
する所属職員の意識
向上を進め、企業訪問
などの日常業務等で環
境に配慮した行動を率
先して行うことができる
職員を増やします。

長時間離席時のパソコ
ン電源オフ若しくはスタ
ンバイ設定の実施する
職員の割合を８５％

長時間離席時のパソコ
ン電源オフ若しくはスタ
ンバイ設定の実施する
職員の割合を９３％

長時間離席時のパ
ソコン電源オフ若し
くはスタンバイ設定
の実施する職員の
割合を１００％

農水商工
部

企業立地
室

農水商工
部

企業立地
室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

環境保全や向上に対
する所属職員の意識
向上を進め、企業訪問
などの日常業務等で環
境に配慮した行動を率
先して行うことができる
職員を増やします。

マイボトル・マイカップ
持参の徹底 100%

マイボトル・マイカップ
持参の徹底 100%

マイボトル・マイカッ
プ持参の徹底
100%

農水商工
部

企業立地
室

農水商工
部

企業立地
室

常に環境への配慮を
念頭に置いた業務遂
行を自ら率先して行う
とともに、所属職員の
意識向上に努めます。

・近距離出張時の自動
車利用を控える（積極
的に取り組んだと考え
る所属職員の割合
70％）

・近距離出張時の自動
車利用を控える（積極
的に取り組んだと考え
る所属職員の割合
80％）

・近距離出張時の
自動車利用を控え
る（積極的に取り組
んだと考える所属
職員の割合 90％）

農水商工
部

科学技
術・地域
資源室

農水商工
部

科学技
術・地域
資源室

・県外観光客に対する
三重県イメージの向上
・三重県民に対する県
庁の環境への取り組
みへの理解度向上

①作成するポスター、
チラシ、ノベルティ等の
作成にあたっては、環
境に配慮した素材を優
先的に使用する。
②公用車運転時のエコ
運転の実施
③オフィス活動時のエ
コ推進
（目標：達成率９０％以
上）
Ａ：離席時・時間外の天
井等・デスク灯消灯の
徹底
Ｂ：マイボトルの持参

①継続実施
②継続実施
③継続実施

①継続実施
②継続実施
③継続実施

農水商工
部

観光・交
流室

農水商工
部

観光・交
流室

＞農林水産商工環境事務所
環境美化行動の実施 事務所職員参加率 ６

０％以上
事務所職員参加率 ６
５％以上

事務所職員参加率
７０％以上

桑名農政
環境事務
所

桑名農政
環境事務
所

１職員１地域貢献活動
事業への参加

事務所職員参加率 ６
０％以上

事務所職員参加率 ６
５％以上

事務所職員参加率
７０％以上

桑名農政
環境事務
所

桑名農政
環境事務
所

環境美化行動の実施 ・四日市庁舎の美化行
動 年１回
・各室の美化行動 月
１回

・四日市庁舎の美化行
動 年１回
・各室の美化行動 月
１回

・四日市庁舎の美
化行動 年１回
・各室の美化行動
月１回

四日市農
林商工環
境事務所

四日市農
林商工環
境事務所

環境美化行動の実施
（鈴鹿庁舎）

・鈴鹿庁舎周辺の環境
美化行動 年１回

・鈴鹿庁舎周辺の環境
美化行動 年１回

・鈴鹿庁舎周辺の
環境美化行動 年
１回

四日市農
林商工環
境事務所

四日市農
林商工環
境事務所

森林の公益的機能を
発揮させるための計画
的な森林整備

・間伐面積800ha ・間伐面積800ha ・間伐面積800ha 四日市農
林商工環
境事務所

四日市農
林商工環
境事務所

職員による環境保全の
実践（節電）

・消灯（昼休み、帰宅
時）の消灯１００％
・パソコンの蓋閉じ１０
０％

・消灯（昼休み、帰宅
時）の消灯１００％
・パソコンの蓋閉じ１０
０％

・消灯（昼休み、帰
宅時）の消灯１０
０％
・パソコンの蓋閉じ
１００％

四日市農
林商工環
境事務所

四日市農
林商工環
境事務所
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

伊勢湾沿岸域におい
て、漁場の機能回復を
伴う漁場整備を行うこ
とにより、水域環境を
保全する。

底質改善 ２５．３ｈａ ― ― 津農林水
産商工環
境事務所

津農林水
産商工環
境事務所

地球温暖化防止対策
の一環として二酸化炭
素の吸収源を確保する
ため、健全な森林を造
成する。

森林整備（間伐）面積
1,200ha

森林整備（間伐）面積
1,200ha

森林整備（間伐）面
積 1,200ha

津農林水
産商工環
境事務所

津農林水
産商工環
境事務所

電力使用量の削減 H22実績比△1.0％ H22実績比△2.0％ H22実績比△3.0％ 農水商工
部

安濃ダム
管理室

農水商工
部

安濃ダム
管理室

環境に配慮した事業・
取組を普及啓発し、持
続可能な循環型社会
の構築を推進する。

県民、企業、市町など
多様な主体に対して環
境に配慮した事業・取
組の普及啓発を行う。

普及啓発数 １０２

県民、企業、市町など
多様な主体に対して環
境に配慮した事業・取
組の普及啓発を行う。

普及啓発数 １１４

県民、企業、市町な
ど多様な主体に対
して環境に配慮した
事業・取組の普及
啓発を行う。

普及啓発数 １１
９

松阪農林
商工環境
事務所

松阪農林
商工環境
事務所

藻場・干潟の持つ水質
浄化、二酸化炭素固
定、多様な生物育成の
場といった多面的機能
を保全するため、漁業
者を中心とした保全活
動組織を支援する。

保全活動を行う活動組
織数を１２組織を維持
する。

保全活動を行う活動組
織数を１２組織を維持
する。

保全活動を行う活
動組織数を１２組織
を維持する。

農水商工
部

伊勢農林
水産商工
環境事務
所

農水商工
部

伊勢農林
水産商工
環境事務
所

環境に配慮した生産方
法等により栽培された
生産物を認定する「人
と自然にやさしいみえ
の安心食材表示制度」
の普及を推進する。

人と自然にやさしいみ
えの安心食材登録件
数（累計） 80件

人と自然にやさしいみ
えの安心食材登録件
数（累計） 90件

人と自然にやさしい
みえの安心食材登
録件数（累計） 100
件

伊賀農林
商工環境
事務所

農政・普
及室

伊賀農林
商工環境
事務所

農政・普
及室

「みえの安心食材」
マークの表示制度を推
進し、県民・消費者が
安心して農産物を購入
できる仕組みを確立定
着させる。

みえの安心食材認定
新規１品目

みえの安心食材認定
新規１品目

みえの安心食材認
定新規１品目

尾鷲農林
水産商工
環境事務
所

農政・農
村基盤室

尾鷲農林
水産商工
環境事務
所

農政・農
村基盤室

藻場・干潟の持つ水質
浄化、二酸化炭素固
定、多様な生物育成の
場といった多面的機能
を保全するため、漁業
者を中心とした保全活
動組織を支援する。

保全活動を行う活動組
織数を５組織を維持す
る。

保全活動を行う活動組
織数を５組織を維持す
る。

保全活動を行う活
動組織数を５組織
を維持する。

尾鷲農林
水産商工
環境事務
所

水産室 尾鷲農林
水産商工
環境事務
所

水産室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

熊野庁舎において、階
段を利用することによ
りエレベータの使用を
できるだけ控えること
により、電気使用量を
節減し省エネによる地
球温暖化防止を図る。
また、各個人が主体的
な行動をすることによ
る環境意識の向上を図
ることを目的とする。
さらに、関西電力管内
の事務所として、電力
使用量の節減により一
層努力する。

年間のエレベータ非使
用率 ８０％

（荷物の運搬、体調不
良時等を除く）

年間のエレベータ非使
用率 ８５％

（荷物の運搬、体調不
良時等を除く）

年間のエレベータ
非使用率 ９０％

（荷物の運搬、体調
不良時等を除く）

農水商工
部・環境
森林部

熊野農林
商工環境
事務所

農水商工
部・環境
森林部

熊野農林
商工環境
事務所

＞病害虫防除所
当所が作成・発行する
各種情報（予報・警報・
注意報・技術情報・特
殊報）に適正な農薬使
用等を促す啓発標語
等を入れることで、農
薬の過剰な散布を防
止し、環境に与える負
荷を軽減する。

当所が発行する情報
への農薬適正使用標
語等の掲載割合を７
０％

当所が発行する情報
への農薬適正使用標
語等の掲載割合を８
０％

当所が発行する情
報への農薬適正使
用標語等の掲載割
合を９０％

農水商工
部

病害虫防
除所

農水商工
部

病害虫防
除所

＞家畜保健衛生所
北勢家畜保健衛生所
庁舎周辺や庁舎内の
環境美化に取り組む。

①庁舎周辺の駐車場
や道路の清掃活動を
年に１回実施する。
②庁舎南側・鹿化川土
手並びに検査用飼育
動物舎周辺の草刈り・
清掃を年に２回（春、
秋）実施する。
③２階事務室並びに１
階検査室、更衣室、洗
浄室の整理・整頓を含
めた一斉美化活動を
年に１回（冬）実施す
る。

①庁舎周辺の駐車場
や道路の清掃活動を
年に１回実施する。
②庁舎南側・鹿化川土
手並びに検査用飼育
動物舎周辺の草刈り・
清掃を年に２回（春、
秋）実施する。
③２階事務室並びに１
階検査室、更衣室、洗
浄室の整理・整頓を含
めた一斉美化活動を
年に１回（冬）実施す
る。

①庁舎周辺の駐車
場や道路の清掃活
動を年に１回実施
する。 ②庁舎
南側・鹿化川土手
並びに検査用飼育
動物舎周辺の草刈
り・清掃を年に２回
（春、秋）実施する。
③２階事務室並び
に１階検査室、更衣
室、洗浄室の整理・
整頓を含めた一斉
美化活動を年に１
回（冬）実施する。

農水商工
部

北勢家畜
保健衛生
所

農水商工
部

北勢家畜
保健衛生
所

家畜の病気検査や農
場の疫学情報の記録
にデジタルカメラの活
用を推進する

デジカメの活用率１０
０％

デジカメの活用率１０
０％

デジカメの活用率１
００％

農水商工
部

中央家畜
保健衛生
所

電力使用監視装置を
設置して電力使用量を
常時モニタリングする
ことにより、電力使用
のピーク時の節電を図
る。

前年度の最大需要電
力を上回らない

前年度の最大需要電
力を上回らない

前年度の最大需要
電力を上回らない

農水商工
部

中央家畜
保健衛生
所

庁舎周辺の美化行動
の実施

年1回の庁舎周辺清掃 年1回の庁舎周辺清掃 年1回の庁舎周辺
清掃

農水商工
部

中央家畜
保健衛生
所

デジカメ利用による環
境負荷の軽減（現像液
等の排出削減）

デジカメを利用した牛
健康手帳の発行１０
０％（１５０頭）

デジカメを利用した牛
健康手帳の発行１０
０％（１５０頭）

デジカメを利用した
牛健康手帳の発行
１００％（１５０頭）

農水商工
部

中央家保
伊賀支所

農水商工
部

中央家保
伊賀支所

必要最小限の事務室
照明の確保
・全体の約４割の常時
消灯
・不在職員の消灯
・始業時までと昼休み
時の100%消灯
（電気量の排出削減）

必要最小限の事務室
照明の確保
・全体の約４割の常時
消灯
・不在職員座席の消灯
・始業時までと昼休み
時の100%消灯

必要最小限の事務室
照明の確保
・全体の約４割の常時
消灯
・不在職員座席の消灯
・始業時までと昼休み
時の100%消灯

必要最小限の事務
室照明の確保
・全体の約４割の常
時消灯
・不在職員座席の
消灯
・始業時までと昼休
み時の100%消灯

農水商工
部

中央家保
伊賀支所

農水商工
部

中央家保
伊賀支所
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

低電力使用のエアコン
などを導入し電力使用
量を削減するとともに、
冷暖房の使用開始時
期を遅らせたり設定温
度をより省エネすること
により、電力使用量を
減少させ節電を図る。

前年度の最大需要電
力を上回らない

前年度の最大需要電
力を上回らない

前年度の最大需要
電力を上回らない

農水商工
部

南勢家畜
保健衛生
所

家畜の疾病検査や農
場の疫学情報の記録
にデジタルカメラの活
用を推進する

デジカメの活用率１０
０％

デジカメの活用率１０
０％

デジカメの活用率１
００％

農水商工
部

南勢家畜
保健衛生
所

デジカメ利用による環
境負荷の軽減（現像液
等の排出削減）

デジカメを活用した牛
の健康手帳の発行１０
０％（年間６００頭）

デジカメを活用した牛
の健康手帳の発行１０
０％（年間６００頭）

デジカメを活用した
牛の健康手帳の発
行１００％（年間６０
０頭）

農水商工
部

紀州家畜
保健衛生
所

農水商工
部

紀州家畜
保健衛生
所

環境意識の向上（消灯
運動）

昼の休憩時間等の消
灯

昼の休憩時間等の消
灯

昼の休憩時間等の
消灯

農水商工
部

紀州家畜
保健衛生
所

農水商工
部

紀州家畜
保健衛生
所

環境意識の向上（美化
活動）

地域の美化活動への
参加（羽市木海岸清
掃、熊野大花火大会後
の海岸清掃）、庁舎周
辺の美化清掃

地域の美化活動への
参加（羽市木海岸清
掃、熊野大花火大会後
の海岸清掃）、庁舎周
辺の美化清掃

地域の美化活動へ
の参加（羽市木海
岸清掃、熊野大花
火大会後の海岸清
掃）、庁舎周辺の美
化清掃

農水商工
部

紀州家畜
保健衛生
所

農水商工
部

紀州家畜
保健衛生
所

＞計量検定所
公用車を使用するこ

とが他所属に比べて多
いため、エコドライブを
実践し、温室効果ガス
（ガソリン使用料）を削
減する。

公用車によるエコドライ
ブの実践
80％

（同乗者の評価による）

公用車によるエコドライ
ブの実践
85％

（同乗者の評価による）

公用車によるエコド
ライブの実践

90％
（同乗者の評価に

よる）

農水商工
部

計量検定
所

農水商工
部

計量検定
所

＞研究所
今年３月１１日に発生
した東日本大震災によ
る東京電力福島第一
原子力発電所の事故、
さらには中部電力浜岡
原子力発電所の運転
停止により、これを機
会にして事業活動を見
直して、省エネ・節電に
取り組み環境負荷の
低減に努めます。

前年度（H22)電力使用
量実績の15％減

前年度（H23)電力使用
量実績の５％減

前年度（H24)電力
使用量実績の５％
減

工業研究
所

企画調整
課

工業研究
所

企画調整
課

毎月１０日(休日の場
合、翌日)を実施日とす
るライトダウンデーを実
施していくことにより、
職員の地球環境に対
する意識を高め、積極
的に行動し、省エネル
ギー対策に取り組むこ
ととする。

電灯消灯実施率
８０％

電灯消灯実施率
８３％

電灯消灯実施率
８６％

農水商工
部

農業研究
所

農水商工
部

農業研究
所

伊勢湾・英虞湾の環境
悪化を防止・改善する
ため、水質浄化機能を
有し、魚介類産卵場及
び幼稚仔魚の生育場と
して重要な役割を果た
すコアマモ場とアマモ
場を地元住民や漁業
者と共に再生する。

①開発した移植技術を
用いて，現場海域(的
矢湾および英虞湾)で
漁協者や地元住民の
方々とコアマモ場造成
を行う．またそのコアマ
モ場の定着状況につ
いて追跡調査を実施す

る。

①開発した移植技術を
用いて，現場海域(的
矢湾および英虞湾)で
漁協者や地元住民の
方々とコアマモ場アマ
モ場造成を行う．また
その定着状況について
追跡調査を実施する。

①的矢湾におい
て、地元漁業者の
方々と協力してアマ
モ場造を行う。ま
た、その定着状況
についても追跡調
査を実施する。

農水商工
部

水産研究
所

農水商工
部

水産研究
所

＞中央農業改良普及センター
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

普及活動の中で研修
会等のために作成して
いる各種資料に、環境
配慮を促すための啓発
コピー（標語等）を掲載
することで、環境負荷
低減に取り組む農業者
等を増やす。

農業者用資料への啓
発コピーの掲載

２４回／下半期

農業者用資料への啓
発コピーの掲載

４８回／年

農業者用資料への
啓発コピーの掲載

６０回／年

農水商工
部

中央農業
改良普及
センター

農水商工
部

中央農業
改良普及
センター

県土整備部
コピー用紙使用量を削
減することで環境に配
慮したオフィス活動を
実践する。

Ｈ２２実績比△１．５％
（月平均：６２,９４０枚）

Ｈ２２実績比△３％
（月平均：６１,９８１枚）

Ｈ２２実績比△５％
（月平均：６０,７０３
枚）

県土整備
部

県土整備
総務室

県土整備
部

県土整備
総務室

コピー用紙使用量の削
減

・コピー枚数
前年度のコピー枚数目
標値の９８％（約
201,000枚）以内

・コピー枚数
前年度のコピー枚数目
標値の９８％（約
197,000枚）以内

・コピー枚数
前年度のコピー枚
数の目標値の９
８％（約193,000枚）
以内

県土整備
部

経営支援
室

県土整備
部

経営支援
室

研修における資料作成
部数を精査することに
よりコピー用紙の削減
を図る。

研修の資料残部率（残
部数／作成部数） １
０％以内

研修の資料残部率（残
部数／作成部数）
５％以内

研修の資料残部率
（残部数／作成部
数） ５％以内

県土整備
部

公共用地
室

県土整備
部

公共用地
室

①分別解体作業の適
正な実施、②再資源化
等の適正な実施、③建
設業許可・解体工事業
登録を受けた業者によ
る施工、④無届け工事
の発見、を中心に建設
リサイクル法の実効性
を確保することを目的
とする。

建設リサイクル法にお
ける一斉パトロールの
実施の周知
年２回（１００％）

建設リサイクル法にお
ける一斉パトロールの
実施の周知
年２回（１００％）

建設リサイクル法
における一斉パト
ロールの実施の周
知
年２回（１００％）

県土整備
部

公共事業
運営室

県土整備
部

各建設事
務所

ISO検証シートにより室
員の取組を定期的に
評価し、環境への意識
の向上を図る。

評価値（職員の平均
点）が満点の
７０％以上

評価値（職員の平均
点）が満点の
７５％以上

評価値（職員の平
均点）が満点の
８０％以上

県土整備
部

入札管理
室

県土整備
部

入札管理
室

説明会・講習会等にお
いて、公共交通機関の
利用や乗り合わせを呼
びかけることにより、ガ
ソリンの消費量を抑制
するとともに、省エネル
ギーに関する普及啓発
及び意識の向上を図
る。

説明会等の案内にお
ける普及・啓発
１００％

説明会等の案内にお
ける普及・啓発
１００％

説明会等の案内に
おける普及・啓発
１００％

県土整備
部

建設業室 県土整備
部

建設業室

コピー使用量の削減 H22実績比△1.5％ H22実績比△3.0％ H22実績比△4.5％ 県土整備
部

高速道・
道路企画
室

県土整備
部

高速道・
道路企画
室

道路の整備を行うこ
とにより、円滑な自
動車交通を促進し、
浮遊粒子物質やCO2等
の削減を図る

供用延長L=９．０ｋｍ 供用延長L=９．０ｋｍ 供用延長L=９．０ｋ
ｍ

県土整備
部

道路整備
室

県土整備
部

道路整備
室

道路事業で使用する発
光型の標識や道路鋲
などの交通安全施設
への太陽光発電の導
入を図る。

新たに県が設置する発
光型の警戒標識や道
路鋲に対する太陽光
発電の導入を積極的
に進める。

新たに県が設置する発
光型の警戒標識や道
路鋲に対する太陽光
発電の導入を積極的
に進める。

新たに県が設置す
る発光型の警戒標
識や道路鋲に対す
る太陽光発電の導
入を積極的に進め
る。

県土整備
部

道路維持
管理室

県土整備
部

各建設事
務所
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

室で管理している公用
車の使用にあたり、エ
コドライブを心がけるこ
とにより省エネルギー
への意識向上を図る。

H22年度平均燃費に対
し、燃費向上率５％以
上

H22年度平均燃費に対
し、燃費向上率５％以
上

H22年度平均燃費
に対し、燃費向上
率５％以上

県土整備
部

河川砂防
室

県土整備
部

河川砂防
室

浜岡原子力発電所の
運転停止に伴い、県庁
の節電対策を行ったと
ころ、前年度比１４％の
大幅な電気使用量減
になったことなど、県民
や企業に文書・メール
時に環境情報を添付
し、県民や企業の環境
への関心を高める。

文書・メール等への環
境情報の添付 ５０％
以上

文書・メール等への環
境情報の添付 ７０％
以上

文書・メール等への
環境情報の添付
８０％以上

県土整備
部

港湾・海
岸室

県土整備
部

港湾・海
岸室

「三重県生活環境の保
全に関する条例」に基
づき、県有地に放置さ
れた自動車を迅速に撤
去し、快適な生活環境
を確保する。

年度当初に確認してい
る放置自動車のうち、
８５％以上を撤去する。

年度当初に確認してい
る放置自動車のうち、
８５％以上を撤去する。

年度当初に確認し
ている放置自動車
のうち、８５％以上
を撤去する。

県土整備
部

流域維持
管理室

県土整備
部

各建設事
務所

流域下水道浄化セン
ターから発生する下水
汚泥のリサイクル率の
向上に努めることによ
り、環境への影響を軽
減します。

下水汚泥のリサイクル
率を９２％以上とする。

下水汚泥のリサイクル
率を９２％以上とする。

下水汚泥のリサイ
クル率を９２％以上
とする。

県土整備
部

下水道室 県土整備
部

下水道室
（三重県
下水道公
社）

ISOチェックシート（①
机の上などの整理整
頓、②コピー用紙の削
減、③ゴミの分別、④
マイカップ、マイボト
ル、⑤執務時間以外の
消灯、⑥エコドライブ）
を毎月５段階で評価し
てもらい意識の向上に
努める。

5段階で評価した6項目
の合計点の全職員の
平均 20/30

5段階で評価した6項目
の合計点の全職員の
平均 22/30

5段階で評価した6
項目の合計点の全
職員の平均 24/30

県土整備
部

施設災害
プロジェク
ト

県土整備
部

施設災害
プロジェク
ト

都市公園の照明、時
計、トイレ等への太陽
光発電などの新エネル
ギーの導入に加え、Ｌ
ＥＤ照明などの省エネ
ルギー設備の導入を
図ることで、地球温暖
化の防止に努める。

各種設備の新設、改修
等にあわせ、新エネル
ギー、省エネルギー設
備の導入を図る。

各種設備の新設、改修
等にあわせ、新エネル
ギー、省エネルギー設
備の導入を図る。

各種設備の新設、
改修等にあわせ、
新エネルギー、省
エネルギー設備の
導入を図る。

県土整備
部

都市政策
室

県土整備
部

四日市建
設事務所
鈴鹿建設
事務所
津建設事
務所
伊勢建設
事務所
尾鷲建設
事務所

紙の使用量を抑制する
ため、コピー機の使用
頻度を少なくする。

年間コピーカウンター
数、平成２２年度比１％
減

年間コピーカウンター
数、平成２２年度比２％
減

年間コピーカウン
ター数、平成２２年
度比３％減

県土整備
部

都市政策
室

県土整備
部

都市政策
室

公用車等の自動車の
使用にあたり、乗り合
わせにより、ガソリンの
消費量を抑制するとと
もに、室職員の省エネ
ルギーに対する意識の
向上を図る。

伊勢志摩地域および
東紀州地域へ自動車
で出張する際の乗り合
わせ率90％以上

伊勢志摩地域および
東紀州地域へ自動車
で出張する際の乗り合
わせ率90％以上

伊勢志摩地域およ
び東紀州地域へ自
動車で出張する際
の乗り合わせ率
90％以上

県土整備
部

景観まち
づくり室

県土整備
部

景観まち
づくり室

節電意識の周知徹底・
進捗確認を行うため
に、節電チェックシート
（平成２３年度県庁ISO
重点的取組）により定
期的に評価を行う。
もって、積極的な節電
取組の実践を図る。

評価値(職員の平均）
70/100以上

評価値(職員の平均）
75/100以上

評価値(職員の平
均）80/100以上

県土整備
部

建築開発
室

県土整備
部

建築開発
室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

環境に配慮した事業実
施に関する指導・助言

環境に配慮した事業の
実施を行うよう指導・助
言する(13市町)

環境に配慮した事業の
実施を行うよう指導・助
言する(13市町)

環境に配慮した事
業の実施を行うよう
指導・助言する(13
市町)

県土整備
部

住宅室 県土整備
部

住宅室

LED照明の活用を推進
します

対象となる建物全てで
使用
（7件以上で使用）

対象となる建物全てで
使用

対象となる建物全
てで使用

県土整備
部

営繕室 県土整備
部

営繕室

木材利用の活用を推
進します

対象となるものを全て
木造で設計
（４件以上で使用）

対象となるものを全て
木造で設計

対象となるものを全
て木造で設計

県土整備
部

営繕室 県土整備
部

営繕室

書類のスリム化を図
るため、印刷時には、
両面コピーに努める。
また、共有パソコンを
有効活用し、情報の共
有を図り、印刷すること
を出来る限り少なくす
る。

コピー時には、両面印
刷に努め、工事検査関
係書類についても、両
面印刷を心がけるよう
指導する。（８５％）

コピー時には、両面印
刷に努め、工事検査関
係書類についても、両
面印刷を心がけるよう
指導する。（９０％）

コピー時には、両面
印刷に努め、工事
検査関係書類につ
いても、両面印刷を
心がけるよう指導
する。（９５％）

県土整備
部

工事検査
担当

県土整備
部

工事検査
担当

＞建設事務所
環境保全を進め、循環
型社会の構築に寄与
するため、県管理道路
及び河川等から発生す
る刈草をリサイクルし
堆肥化を図る。

堆肥化量：930,000㎡ 堆肥化量：930,000㎡ 堆肥化量：930,000
㎡

県土整備
部

桑名建設
事務所

県土整備
部

桑名建設
事務所

団体・企業・行政が協
働して員弁川流域の環
境保全を目的に河川
清掃活動を実施する。

年１回以上、７箇所 年１回以上、７箇所 年１回以上、７箇所 県土整備
部

桑名建設
事務所

県土整備
部

桑名建設
事務所

道路、河川の維持管理
等で発生した刈草を堆
肥化することによりC０
2の削減を図る。

１８０ｔ １９０ｔ ２００ｔ

県土整備
部

四日市建
設事務所

県土整備
部

四日市建
設事務所

環境に配慮した公共事
業を推進する

環境に配慮した設計、
工事の実施

環境に配慮した設計、
工事の実施

環境に配慮した設
計、工事の実施

県土整備
部

四日市建
設事務所

県土整備
部

四日市建
設事務所

職員の環境意識の向
上

環境美化活動への職
員の参加率９０％

環境美化活動への職
員の参加率９５％

環境美化活動への
職員の参加率９
８％

県土整備
部

鈴鹿建設
事務所

県土整備
部

鈴鹿建設
事務所

節電対策の推進 晴天時における窓際照
明の部分消灯の実施
１００％

晴天時における窓際照
明の部分消灯の実施
１００％

晴天時における窓
際照明の部分消灯
の実施 １００％

県土整備
部

鈴鹿建設
事務所

県土整備
部

鈴鹿建設
事務所
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

職員の環境意識の向
上

参加率８５％以上 な
お、参加率については
環境美化活動が中心
であるため、例年平日
の昼休み中での美化
活動となり、職場の保
安要員も必要なことか
ら、予定参加率を８５％
とする。

参加率８５％以上 な
お、参加率については
環境美化活動が中心
であるため、例年平日
の昼休み中での美化
活動となり、職場の保
安要員も必要なことか
ら、予定参加率を８５％
とする。

参加率８５％以上
なお、参加率につ
いては環境美化活
動が中心であるた
め、例年平日の昼
休み中での美化活
動となり、職場の保
安要員も必要なこと
から、予定参加率
を８５％とする。

県土整備
部

津建設事
務所

県土整備
部

津建設事
務所

環境保全に有益なエコ
オフィス活動（温室効
果ガス・電気使用量の
削減）【基準値22年度
使用量122,987KW】

基準値から１％の削減
１２１，７５７ＫＷ

基準値から２％の削減
１２０，５２７ＫＷ

基準値から３％の
削減１１９，２９７Ｋ
Ｗ

津建設事
務所

君ヶ野ダ
ム管理室

津建設事
務所

君ヶ野ダ
ム管理室

景観や環境に配慮した
公共事業の推進

景観形成ガイドライン
及び環境配慮指針に
基づく設計、工事にか
かる職員への啓蒙活
動 年２回

景観形成ガイドライン
及び環境配慮指針に
基づく設計、工事にか
かる職員への啓蒙活
動 年３回

景観形成ガイドライ
ン及び環境配慮指
針に基づく設計、工
事にかかる職員へ
の啓蒙活動 年３
回

県土整備
部

松阪建設
事務所

県土整備
部

松阪建設
事務所

節電対策の推進 晴天時における窓際照
明の部分消灯実施
１００％

晴天時における窓際照
明の部分消灯実施
１００％

晴天時における窓
際照明の部分消灯
実施 １００％

県土整備
部

松阪建設
事務所

県土整備
部

松阪建設
事務所

公共工事に係るリサイ
クル製品の利用促進

公共工事の実施に先
立ちリサイクル製品の
有無を確認し利用向上
を図る。
（８千万円以上）

公共工事の実施に先
立ちリサイクル製品の
有無を確認し利用向上
を図る。
（８千万円以上）

公共工事の実施に
先立ちリサイクル製
品の有無を確認し
利用向上を図る。
（８千万円以上）

県土整備
部

伊勢建設
事務所

県土整備
部

伊勢建設
事務所

職員の環境意識の向
上
（職場・地域での環境
美化活動に積極的に
参加することで環境意
識の向上を図る。）

環境美化活動への参
加を通じて、職員の環
境意識の醸成を図る。
参加率85％以上

環境美化活動への参
加を通じて、職員の環
境意識の醸成を図る。
参加率8７％以上

環境美化活動への
参加を通じて、職員
の環境意識の醸成
を図る。参加率９
０％以上

県土整備
部

伊勢建設
事務所

県土整備
部

伊勢建設
事務所

環境美化活動への参
加により、職員の環境
マインドを高める

環境美化活動への参
加年3回以上

環境美化活動への参
加年3回以上

環境美化活動への
参加年3回以上

県土整備
部

志摩建設
事務所

県土整備
部

志摩建設
事務所

節電対策の推進を行
うことにより、環境負荷
の低減を図る

夏(7～１０月）の電力消
費の５％節減

夏(7～１０月）の電力消
費の５％節減

夏(7～１０月）の電
力消費の５％節減

県土整備
部

志摩建設
事務所

県土整備
部

志摩建設
事務所

地域住民による環境美
化活動を促進する。

美化ボランティアの参
加団体数 ７５団体

美化ボランティアの参
加団体数 ７６団体

美化ボランティアの
参加団体数 ７７団
体

県土整備
部

伊賀建設
事務所

県土整備
部

伊賀建設
事務所

環境配慮型道路施設
の普及を促進する。

道路照明灯交換時に
省エネ型照明に切り替
える １００基

道路照明灯交換時に
省エネ型照明に切り替
える １００基

道路照明灯交換時
に省エネ型照明に
切り替える １００基

県土整備
部

伊賀建設
事務所

県土整備
部

伊賀建設
事務所
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

環境配慮型道路施設
の普及を促進する。

デリネーター等への
ソーラーパネル取り付
け １０個

デリネーター等への
ソーラーパネル取り付
け １５個

デリネーター等へ
のソーラーパネル
取り付け ２０個

県土整備
部

伊賀建設
事務所

県土整備
部

伊賀建設
事務所

職員の環境意識の向
上

地域における環境美化
活動に年２回以上参加

地域における環境美化
活動に年２回以上参加

地域における環境
美化活動に年２回
以上参加

県土整備
部

尾鷲建設
事務所

県土整備
部

尾鷲建設
事務所

七里御浜海岸の美化
活動と啓発の推進

県民と行政が協働し、
七里御浜の美化活動
を行う
羽市木海岸清掃
木本海岸清掃
職員参加率６０％

県民と行政が協働し、
七里御浜の美化活動
を行う
羽市木海岸清掃
木本海岸清掃
職員参加率６０％

県民と行政が協働
し、七里御浜の美
化活動を行う
羽市木海岸清掃
木本海岸清掃
職員参加率６０％

県土整備
部

熊野建設
事務所

県土整備
部

熊野建設
事務所

県管理地に放置された
自動車を撤去し、快適
な生活環境を確保する

放置自動車の確認、調
査、警告書貼付、所有
者調査、撤去、処分

撤去率８0％以上（所有
者判明分除く）

放置自動車の確認、調
査、警告書貼付、所有
者調査、撤去、処分

撤去率８５％以上（所
有者判明分除く）

放置自動車の確
認、調査、警告書
貼付、所有者調
査、撤去、処分

撤去率９０％以上
（所有者判明分除
く）

県土整備
部

熊野建設
事務所

県土整備
部

熊野建設
事務所

公共工事での建設副
産物のリサイクル率を
高める

建設副産物（アスファ
ルト殻、コンクリート殻）
の再資源化
・実績の把握
・目標値との比較・検
証 施設への
搬出率１００％とする

建設副産物（アスファ
ルト殻、コンクリート殻）
の再資源化
・実績の把握
・目標値との比較・検
証 施設へ
の搬出率１００％とする

建設副産物（アス
ファルト殻、コンク
リート殻）の再資源
化
・実績の把握
・目標値との比較・
検証
施設への搬出率１
００％とする

県土整備
部

熊野建設
事務所

県土整備
部

熊野建設
事務所

＞流域下水道事務所

環境への影響を軽減
するため、流域下水道
浄化センターから発生
する下水汚泥のリサイ
クル率を高める

下水汚泥のリサイクル
率100％以上とする

下水汚泥のリサイクル
率100％以上とする

下水汚泥のリサイ
クル率100％以上と
する

県土整備
部

北勢流域
下水道事
務所

県土整備
部

北勢流域
下水道事
務所

環境への負可を軽減
するため下水処理場
（浄化センター）から発
生する下水汚泥を１０
０％リサイクルを維持
する。

セメント原料としてのリ
サイクル １００％

セメント原料としてのリ
サイクル １００％

セメント原料として
のリサイクル １０
０％

県土整備
部

中勢流域
下水道事
務所

県土整備
部

中勢流域
下水道事
務所

＞高速道プロジェクト
コピー使用量の削減 H22実績比△1.5％ H22実績比△3.0％ H22実績比△4.5％ 県土整備

部
高速道推
進北勢プ
ロジェクト

県土整備
部

高速道推
進北勢プ
ロジェクト

出納局
両面コピーあるいは片
面使用済み用紙の使
用を徹底することで廃
棄コピー用紙を減らし、
環境に配慮したオフィ
ス活動を実践する。

大型シュレッダー利用
廃棄量 2245ｋｇ（5％
減）

大型シュレッダー利用
廃棄量 2127ｋｇ
（10％減）

大型シュレッダー利
用 廃棄量 2008
ｋｇ（15％減）

出納総務
室

出納総務
室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

グリーン購入法に基づ
く再生品等の利用をま
ず官公署が率先して購
入することで、市場へ
の好影響をもたらすた
めに、文具等の単価契
約については１００％グ
リーン購入適用品とす
る。又、会計規則説明
会等の研修について
は、県内各地で開催す
ることで研修に参加す
る環境負荷の軽減を図
る。

単価契約物品のグリー
ン購入率
を１００％とする。

単価契約物品のグリー
ン購入率
を１００％とする。

単価契約物品のグ
リーン購入率
を１００％とする。

会計支援
室

会計支援
室

議会事務局
節電の取組 ＥＶを使わず、階段を

利用する。
100 ％

ＥＶを使わず、階段を
利用する。

100 ％

ＥＶを使わず、階段
を利用する。
100％

議会事務
局

全課 議会事務
局

全課

企業庁
総勤務時間の縮減を
行うことで、時間外のエ
ネルギー消費を抑え、
環境負荷の低減を図
る。

室内ライトﾀﾞｳﾝデイ（室
内ノー残業デイ）を年４
０回以上実施。目標達
成率９０％。

室内ライトﾀﾞｳﾝデイ（室
内ノー残業デイ）を年４
０回以上実施。目標達
成率９５％。

室内ライトﾀﾞｳﾝデイ
（室内ノー残業デ
イ）を年４０回以上
実施。目標達成率
１００％。

企業庁 企業総務
室

企業庁 企業総務
室

室内において、ライトダ
ウンデー（室ノー残業
デー）を実施する。

ライトダウンデー（室
ノー残業デー）を年１４

回実施する。

ライトダウンデー（室
ノー残業デー）を年１４

回実施する。

ライトダウンデー
（室ノー残業デー）
を年１４回実施す

る。

企業庁 財務管理
室

企業庁 財務管理
室

浄水場に設置した太陽
光パネル（太陽光発電
設備）及び小水力発電
設備で発生する電力を
有効活用する。

年間発生電力量
小水力発電設備 ４０６

MWh

年間発生電力量
小水力発電設備 ４０６

MWh

年間発生電力量
小水力発電設備

４０６MWh

企業庁 水道事業
室

企業庁 水道事業
室
北勢水道
事務所
中勢水道
事務所

浄水場で発生する汚泥
を再資源化し、廃棄物
の発生を抑制する。

汚泥の再資源化率
１００％

汚泥の再資源化率
１００％

汚泥の再資源化率
１００％

企業庁 水道事業
室

企業庁 水道事業
室
北勢水道
事務所
中勢水道
事務所

登庁時及び退庁時に
は原則としてエレベー
ターを利用せず階段を
利用する。

登庁時及び退庁時に
エレベーターを使用せ
ず、階段を使用する率

９８％

登庁時及び退庁時に
エレベーターを使用せ
ず、階段を使用する率

９９％

登庁時及び退庁時
にエレベーターを使
用せず、階段を使

用する率
１００％

企業庁 水道事業
室

企業庁 水道事業
室

昼休みの消灯を徹底
する。

昼休みの消灯
１００％

昼休みの消灯
１００％

昼休みの消灯
１００％

企業庁 水道事業
室

企業庁 水道事業
室

浄水場で発生する汚泥
を再資源化し、廃棄物
の発生を抑制する。

汚泥の再資源化率
１００％

汚泥の再資源化率
１００％

汚泥の再資源化率
１００％

企業庁 工業用水
道事業室

企業庁 工業用水
道事業室
北勢水道
事務所
中勢水道
事務所

登庁時及び退庁時に
は原則としてエレベー
ターを利用せず階段を
利用する。

登庁時及び退庁時に
エレベーターを使用せ
ず、階段を使用する率

９８％

登庁時及び退庁時に
エレベーターを使用せ
ず、階段を使用する率

９９％

登庁時及び退庁時
にエレベーターを使
用せず、階段を使

用する率
１００％

企業庁 工業用水
道事業室

企業庁 工業用水
道事業室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

昼休みの消灯を徹底
する。

昼休みの消灯
１００％

昼休みの消灯
１００％

昼休みの消灯
１００％

企業庁 工業用水
道事業室

企業庁 工業用水
道事業室

室内での会議のペー
パーレス化を促進す
る。

ペーパーレス会議 ５０
回

ペーパーレス会議 ５０
回

ペーパーレス会議
５０回

企業庁 電気事業
室

企業庁 電気事業
室

三重ごみ固形燃料発
電所から発生するRDF
焼却灰を再資源化し、
廃棄物の発生を抑制
する。

発生焼却灰の再資源
化率を１００%とする。

発生焼却灰の再資源
化率を１００%とする。

発生焼却灰の再資
源化率を１００%とす

る。

企業庁 電気事業
室

企業庁 三重ごみ
固形燃料
発電所

病院事業庁
電気使用量削減に貢
献するため、職場での
不必要な照明の消灯
を行う。

昼休み、退庁時の不必
要な照明の消灯率

９０％

昼休み、退庁時の不必
要な照明の消灯率

９５％

昼休み、退庁時の
不必要な照明の消
灯率

１００％

病院事業
庁

県立病院
経営室

病院事業
庁

県立病院
経営室

教育委員会事務局
整理整頓により、環境
負荷の軽減、省エネル
ギーに取り組む。

整理整頓の自己評価８
７．５％

整理整頓の自己評価９
０％

整理整頓の自己評
価９２．５％

教育委員
会事務局

教育総務
室

教育委員
会事務局

教育総務
室

電力使用量の削減を
図る。

・パソコンの待機電力
使用量削減設定９０％
・上り下り３階以内の移
動では、階段を使用す
る率１００％

・パソコンの待機電力
使用量削減設定９５％
・上り下り３階以内の移
動では、階段を使用す
る率１００％

・パソコンの待機電
力使用量削減設定
１００％
・上り下り３階以内
の移動では、階段
を使用する率１０
０％

教育委員
会事務局

予算経理
室

教育委員
会事務局

予算経理
室

コピー用紙使用量の削
減を図る

両面コピー及び裏紙の
利用率
８５％

両面コピー及び裏紙の
利用率
９０％

両面コピー及び裏
紙の利用率
９５％

教育委員
会事務局

予算経理
室

教育委員
会事務局

予算経理
室

会議や研修会用の資
料づくりや、出張時の
ガソリン使用に関し、無
駄を減らし、環境負荷
を削減する。

年度末の調査で、紙や
ガソリンの消費につい
て、取組を実施したと
回答した人の割合６
０％

年度末の調査で、紙や
ガソリンの消費につい
て、取組を実施したと
回答した人の割合６

５％

年度末の調査で、
紙やガソリンの消
費について、取組を
実施したと回答した
人の割合７０％

教育委員
会事務局

教育改革
室

教育委員
会事務局

教育改革
室

公立学校教員採用選
考試験等の申込方法
の電子化を促進し、
ペーパレス化を図る

公立学校教員採用選
考試験申込
電子申請率９３％以上

公立学校教員採用選
考試験申込
電子申請率９３％以上

公立学校教員採用
選考試験申込電子
申請率９３％以上

教育委員
会事務局

人材政策
室

教育委員
会事務局

人材政策
室

電力使用量を削減する ・昼休み・退庁時の消
灯、退庁時のパソコン・
コピー機・プリンター・Ｐ
ＨＳの電源を切る95％
・庁舎内の移動(地階、
１階を除く）は荷物のな
い限り階段を使用する
90％

・昼休み・退庁時の消
灯、退庁時のパソコン・
コピー機・プリンター・Ｐ
ＨＳの電源を切る96％
・庁舎内の移動(地階、
１階を除く）は荷物のな
い限り階段を使用する
90％

・昼休み・退庁時の
消灯、退庁時のパ
ソコン・コピー機・プ
リンター・ＰＨＳの電
源を切る97％
・庁舎内の移動(地
階、１階を除く）は荷
物のない限り階段
を使用する90％

教育委員
会事務局

福利・給
与室

教育委員
会事務局

福利・給
与室

紙の使用量を削減する ・パソコンからの印刷を
両面とする90％

・パソコンからの印刷を
両面とする92％

・パソコンからの印
刷を両面とする
94％

教育委員
会事務局

福利・給
与室

教育委員
会事務局

福利・給
与室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

環境に負荷を与えるオ
フィース活動を抑制す
ることで、環境負荷低
減を図る。

可能な場合の裏面コ
ピーの利用率 平均９
５％（自己申告）

可能な場合の裏面コ
ピーの利用率 平均９
５％（自己申告）

可能な場合の裏面
コピーの利用率 平
均９５％（自己申
告）

教育委員
会事務局

学校施設
室

教育委員
会事務局

学校施設
室

環境に負荷を与えるオ
フィース活動を抑制す
ることで、環境負荷低
減を図る。

ゴミの分別に徹底 平
均１００％（自己申告）

ゴミの分別に徹底 平
均１００％（自己申告）

ゴミの分別に徹底
平均１００％（自己
申告）

教育委員
会事務局

学校施設
室

教育委員
会事務局

学校施設
室

太陽光発電施設を設
置することで、環境教
育を推進するとともに、
環境負荷低減を図る。

県立学校（1校）への太
陽光発電施設の設置

県立学校（1校）への太
陽光発電施設の設置

県立学校（1校）へ
の太陽光発電施設
の設置

教育委員
会事務局

学校施設
室

教育委員
会事務局

学校施設
室

離席時のパソコン蓋閉
じに努める。

セルフチェック
１００％

セルフチェック
１００％

セルフチェック
１００％

教育委員
会事務局

教育・調
整人事担
当

教育委員
会事務局

教育・調
整人事担
当

昇降３階差以内時の階
段使用に努める

セルフチェック
１００％

セルフチェック
１００％

セルフチェック
１００％

教育委員
会事務局

教育・調
整人事担
当

教育委員
会事務局

教育・調
整人事担
当

水金曜日ノー残業デー
率の向上

セルフチェック
７０％

セルフチェック
７５％

セルフチェック
８０％

教育委員
会事務局

教育・調
整人事担
当

教育委員
会事務局

教育・調
整人事担
当

高校生フェスティバル
をエコイベントとして実
施し、ピクトグラム等を
用いたゴミ分別の徹
底、シャトルバスの運
行による大気汚染の低
減等に務める。

来場者アンケートでエ
コイベントであることを
実感したと答えた人の
割合75％

来場者アンケートでエ
コイベントであることを
実感したと答えた人の
割合80％

来場者アンケートで
エコイベントである
ことを実感したと答
えた人の割合85％

教育委員
会事務局

高校教育
室

教育委員
会事務局

高校教育
室

時間外労働時間の削
減の推進を図る。

時間外の平均労働時
間が４５時間を下回る
人数の割合を
６５％

時間外の平均労働時
間が４５時間を下回る
人数の割合を
７０％

時間外の平均労働
時間が４５時間を下
回る人数の割合を
７５％

教育委員
会事務局

小中学校
教育室

教育委員
会事務局

小中学校
教育室

各公立小中学校の環
境教育の推進を図る。

環境教育に関する全
体的な計画を作成した
学校の割合を
９０％

環境教育に関する全
体的な計画を作成した
学校の割合を
９５％

環境教育に関する
全体的な計画を作
成した学校の割合
を
１００％

教育委員
会事務局

小中学校
教育室

教育委員
会事務局

小中学校
教育室

公用車等の燃料使用
を削減し、温室効果ガ
ス排出量削減を図る。

学校訪問等の出張時
に合理的なルートを利
用

学校訪問等の出張時
に合理的なルートを利
用

学校訪問等の出張
時に合理的なルー
トを利用

教育委員
会事務局

特別支援
教育室

教育委員
会事務局

特別支援
教育室

自主的な環境活動に
取り組むことで、環境
マインドを醸成する。

特別支援学校におい
て、学校環境デーを含
め、年間を通して計画
的に環境活動を推進
する。
学校周辺の美化活動
に取り組む学校：８校

特別支援学校におい
て、学校環境デーを含
め、年間を通して計画
的に環境活動を推進
する。
学校周辺の美化活動
に取り組む学校：１２校

特別支援学校にお
いて、学校環境
デーを含め、年間を
通して計画的に環
境活動を推進す
る。
学校周辺の美化活
動に取り組む学校：
１６校

教育委員
会事務局

特別支援
教育室

教育委員
会事務局

特別支援
教育室

コピー用紙使用量の削
減を図る。

「紙を減らす１０ヶ条」を
意識して、実践する。
平成２２年度比で95％

「紙を減らす１０ヶ条」を
意識して、実践する。
平成２２年度比で90％

「紙を減らす１０ヶ
条」を意識して、実
践する。
平成２２年度比で
85％

教育委員
会事務局

特別支援
教育室

教育委員
会事務局

特別支援
教育室

裏面紙印刷の促進を
図ることによりコピー用
紙の使用量を減らす

必要に応じた裏面印刷
率９８％

必要に応じた裏面印刷
率９９％

必要に応じた裏面
印刷率１００％

教育委員
会事務局

生徒指
導・健康
教育室

教育委員
会事務局

生徒指
導・健康
教育室

両面印刷の促進を図る
ことによりコピー使用
量を減らす

必要に応じた両面印刷
率９８％

必要に応じた両面印刷
率９９％

必要に応じた両面
印刷率１００％

教育委員
会事務局

生徒指
導・健康
教育室

教育委員
会事務局

生徒指
導・健康
教育室
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平成23年度 平成24年度 平成25年度
環境目的

設定部署
責任部署

実施部署
環境目標

水筒等の持参により、
缶等ゴミの排出を削減
する

マイボトル等の持参９
５％

マイボトル等の持参９
７％

マイボトル等の持
参１００％

教育委員
会事務局

生徒指
導・健康
教育室

教育委員
会事務局

生徒指
導・健康
教育室

環境の視点を入れた
取組の大切さを伝える

当室主催の講習会の９
５％で伝える

当室主催の講習会の９
７％で伝える

当室主催の講習会
の１００％で伝える

教育委員
会事務局

生徒指
導・健康
教育室

教育委員
会事務局

生徒指
導・健康
教育室

紙資源の有効活用＜
使用及び再資源化、具
体的には裏面の有効
活用はもとより、シュ
レッダーごみ（機密情
報が多い）削減ととも
に、排出（印刷）そのも
のの削減＞につとめる

セルフチェックでの達
成
度９６％

セルフチェックでの達
成
度９６％

セルフチェックでの
達成
度９６％

教育委員
会事務局

人権教育
室

教育委員
会事務局

人権教育
室

旅行における、公共交
通機関及び公用車利
用の増加に努める。

セルフチェックでの達
成
度９０％

セルフチェックでの達
成
度９０％

セルフチェックでの
達成
度９０％

教育委員
会事務局

人権教育
室

教育委員
会事務局

人権教育
室

離席時のパソコンの蓋
閉じと、コピー機による
裏面紙使用及び両面
コピーに努め、電力消
費を抑制し資源を有効
利用する。

セルフチェックによる達
成度
95％

セルフチェックによる達
成度
100％

セルフチェックによ
る達成度
100％

教育委員
会事務局

社会教
育・文化
財保護室

教育委員
会事務局

社会教
育・文化
財保護室

不要な印刷物をなくし、資
料の電子化を図る。

アンケートで取組みを実
施したと回答した人の割
合を８０％

アンケートで取組みを実
施したと回答した人の割
合を８５％

アンケートで取組みを
実施したと回答した人
の割合を９０％

教育委員
会事務局

スポーツ
振興室

教育委員
会事務局

スポーツ
振興室

人事委員会事務局
インターネットでの受験
申込者率を高めること
により、環境負荷の低
減に寄与する。

インターネットでの受験
申込者率 ７７％

インターネットでの受験
申込者率 ７８％

インターネットでの
受験申込者率 ７
９％

人事委員
会事務局

人事委員
会事務局

監査委員事務局
オフィス活動における、コ
ピー用紙の使用量を削減
することで、環境負荷低
減に取組みます。

H22年度コピー用紙使用
実績(2,145kg)を基準とし
て、△1.5％(2,113kg)を目
標とします。

H22年度コピー用紙使用
実績(2,145kg)を基準とし
て、△3.0％(2,081kg)を目
標とします。

H22年度コピー用紙
使用実績(2,145kg)を
基準として、△5.0％
(2,038kg)を目標としま
す。

監査委員
事務局

総務・住民
監査担当

監査委員
事務局

総務・住民
監査担当

労働委員会事務局

事務局最大の環境影
響要因である電気の消
費を削減し、国民的な
課題である電力消費量
の削減に貢献する。

17時20分消灯率98％ 17時20分消灯率99％ 17時20分消灯率
100％

労働委員
会事務局

労働委員
会事務局

海区・内水面委員会事務局
節電対策（平成23年度
県庁ISO14001重点取
組）の推進について積
極的に取り組むため、
退庁時、昼休憩時だけ
でなく、勤務時間内に
おいても業務に支障の
ない範囲での室内の
一部消灯に取り組むこ
とで、電力使用量が
ピークを迎える時間帯
の電力使用量の削減
にも貢献します。

勤務時間内の照明の
一部消灯及び昼休憩
時・退庁時の不必要な
照明の消灯率 ９０％

勤務時間内の照明の
一部消灯及び昼休憩
時・退庁時の不必要な
照明の消灯率 ９５％

勤務時間内の照明
の一部消灯及び昼
休憩時・退庁時の
不必要な照明の消
灯率１００％

海区漁業
調整委員
会事務局

海区漁業
調整委員
会事務局
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